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会社概要 C O N T E N T S

●

多彩な人財と

先進の情報技術を組み合わせた

独自のサービスを駆使して

日立システムズは、

新たな価値を創造していきます。

株主お客さま

政府行政

地域社会 従業員

研究機関

地球環境マス
メディア

NPO
NGO

お取引先

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が

高
い
関
心
を
持
つ
取
り
組
み

日立システムズが重視している取り組み

関心度（高い）

GRIガイドライン
重要度（高い）

Webで報告

冊子で報告

本報告書は、日立システム
ズの「CSRに関する考え方」や

「CSR諸活動」をステークホル
ダーの方々にご報告し、あわせてご

意見をいただくことで、当社のCSRの改善につなげて
いくコミュニケーションツールとして発行しています。
2012年6月にお客さまや従業員へのアンケート、さ

らには社外有識者とのダイアログなどを通じてCSR3カ
年ロードマップを策定するとともに、CSRに関する取り
組みの中で、当社とステークホルダー双方において重
要と認識するものをマテリアリティとして定めました。こ
のマテリアリティの項目を基に、本報告書における特集
の掲載内容を特定しています。

　冊子では、特集として「グローバル事業の拡大」「デー
タセンター事業における取り組み」「疲労・ストレス検診
システムの開発」について紹介しています。またWeb
サイトでは、冊子の情報に加えて、社会から求められて
いる情報をできる限り報告していくことを目指し、ス
テークホルダー別に報告することとあわせて、CSRマネ
ジメントや環境などについての詳しい取り組みを掲載
しています。

免責事項 本報告書には「日立システムズとその関係会社」の過去や現在の事実だけではなく、記述時点で入手できた情報に基づく判断・予定・予想が含まれています。
 そのため、将来の事業活動の結果や事象が異なったものとなる可能性があることをご承知おきください。

株式会社日立システムズ
Hitachi Systems, Ltd.
1962年10月1日
19,162百万円
代表取締役 取締役社長　髙橋 直也
システム構築事業
システム運用・監視・保守事業
ネットワークサービス事業
情報関連機器・ソフトウェアの販売と開発
339,956百万円 （2013年3月期、単独）
362,492百万円 （2013年3月期、連結）※
※本数値は、公認会計士の監査を受けておりません。

10,851名 （2013年3月31日現在、単独）
15,261名 （2013年3月31日現在、連結）

対象期間

対象組織

参考
ガイドライン

次回発行時期

2012年4月～2013年3月の取り組みを中心
に、2013年度の情報も一部掲載しています。
日立システムズの活動報告を中心に、一部の
項目では日立システムズグループ全体ある
いはグループ会社の活動についても取り上
げて報告しています。
●ISO26000（社会的責任に関する手引き）
●GRI （Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイド
ライン第3版（G3）」
「サステナビリティ・レポーティング・ガイド
ライン第4版（G4）」

●環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」
2014年8月予定

報告書対象範囲

http://www.hitachi-systems.
com/csr/

商号
英語表記
設立
資本金
代表者
事業内容

売上高

従業員数

●ISO9001 ● ISO14001
●ISO/IEC20000 ● ISO/IEC27001
●プライバシーマーク ●COPC-2000®CSP規格
●建設業許可
●電気工事業届出（一般用電気工作物）
●電気工事業届出（自家用電気工作物）
●建築士事務所登録
●第一種貨物利用運送事業登録
●倉庫業登録
●電気通信事業届出
●一般労働者派遣事業許可
●特定労働者派遣事業届出
●高度管理医療機器等販売許可
●古物営業許可

許認可等

トップインタビュー

日立システムズのCSR ① 「事業活動」を通じて
日立システムズのCSR ② 「CSRマネジメント」を通じて
日立システムズのCSR ③ 「ステークホルダーダイアログ」を通じて

Highlight  Ⅰ

「海外スマートコミュニティ実証実験」を支える技術
Highlight  Ⅱ

データセンター事業におけるCS向上
Highlight  Ⅲ 

「疲労・ストレス検診システム」の開発
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●GRI （Global Reporting Initiative）
「サステナビリティ・レポーティング・ガイド
ライン第3版（G3）」
「サステナビリティ・レポーティング・ガイド
ライン第4版（G4）」

●環境省「環境報告ガイドライン（2012年版）」
2014年8月予定

報告書対象範囲

http://www.hitachi-systems.
com/csr/
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●プライバシーマーク ●COPC-2000®CSP規格
●建設業許可
●電気工事業届出（一般用電気工作物）
●電気工事業届出（自家用電気工作物）
●建築士事務所登録
●第一種貨物利用運送事業登録
●倉庫業登録
●電気通信事業届出
●一般労働者派遣事業許可
●特定労働者派遣事業届出
●高度管理医療機器等販売許可
●古物営業許可
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トップインタビュー

 社会における存在意義（企業理念）とは
－最初に、御社の企業理念とCSRの関係についてお聞か

せください。

　当社が提供するITサービスは、人々の暮らしやさまざま

な産業を支える「情報インフラ」としての役割を担っており、

このことは、当社が事業を通じて、幅広い分野で社会の発

展に貢献できることを意味しています。そして当社は、社会

に存在する意義や果たすべき使命として「業界の先駆的企

業としての経験と誇りを以って、情報技術・製品・サービス

の開発と提供を通じ、真に豊かな社会の実現に貢献する」と

企業理念に定めています。この想いは持続可能な社会の実

現に貢献するというCSRの意義と重なります。

 また、当社の企業理念には、「お客さまに一番近い存在とし

て、満足と感動をもたらす新たな価値を創造する」という言

葉があります。これは、お客さまの業務プロセスや業務環境

を熟知することで、お客さまが気付いていない課題にも踏

み込み、お客さまのさらなる成長に向けた提案を行うとと

もに、お客さまとその先にある地域や社会の立場で物事を

考え、新しい価値を提供することで、社会の発展に貢献する

という考えを表しています。これもステークホルダーの視点

で考え行動するというCSRの考え方に一致するものです。

 ITサービス事業を通じたCSRの実践 
－では具体的に、ITを活用して、持続可能な社会の実現

にどのように貢献しておられるのでしょうか。

　お客さまの業種は非常に広範にわたっているため、事業

活動を支える情報システムが停止した場合、さまざまな経

済活動に大きな混乱をもたらすおそれがあります。情報シ

ステムが複雑化し、大規模自然災害やサイバー攻撃などの

リスクも増えている中、基幹システムやネットワーク、デー

タセンターなどを常に安定稼働させるために、耐久性を確

保すること、何かが起こったときでも被害を最小限に抑え、

すぐ回復できるようなBCP（事業継続計画）を構築すること

人とITのチカラを通じて新たな価値を創造し、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

は、当社が持続可能な社会の実現に貢献するうえで重要な

役割の１つです。

　また、中長期的な成長のためには、地域社会や国際社会

などにも目を向け、事業を通じて社会的な課題を解決し、新

しい市場を開拓していくことが重要だと考えています。そ

の中でも、日立グループが注力している社会イノベーショ

ン事業はITの力が不可欠ですので、当社としても大きな役

割を果たせると考えています。

－実際に社会イノベーションを起こしていくには、異な

る業種の経験やノウハウを掛け合わせることも必要になる

と思いますが、いかがでしょうか。

　確かに社会イノベーションは1社だけではできません。実

際、当社においても日立グループや他団体の方々と協業し

て、お互いのノウハウや知識などの強みを掛け合わせなが

ら社会的課題の解決に取り組んでいる例があります。

　その１つが「疲労・ストレス検診システム」です。これは当

社のデータセンターを活用したクラウドサービスと、株式

会社疲労科学研究所が開発した自律神経測定器を掛け合

わせたサービスで、潜在的な疲労・ストレスをスピーディー

かつ安価に診断できるシステムです。被災地の現場で多く

の方からお話を伺う中で、住民や自治体職員のメンタルヘ

ルスケア、いわば「心の復興」に役立つサービスが必要と考

え、開発したものです。このシステムを今後は被災地以外に

も広げ、多くの方の心身の疲労やストレスに対して、ケアで

きる仕組みを広げていきたいと思います。また、将来は日

本だけでなく、アジアなど海外にも広げていけたらと考え

ています。

　今お話しした例は健康・医療というテーマですが、環境・

エネルギー問題、少子高齢化問題など、社会的な課題の変

化を見据えつつ、「社会価値と企業価値を両立させる新た

な価値創造ストーリー」を描くことこそが、企業の長期ビ

ジョンや戦略であるべきだと認識しています。今後も、国内

外の多くのステークホルダーの声に耳を傾けていくこと

で、さまざまな社

会的課題に成長

機会を見出し、 

ITはもちろん、IT

の 枠を超えた

サービスを通じ

て当社ならでは

の価値を提供していきたいと思います。

 多様な価値観を尊重し合い、グローバル事業
 のさらなる拡大を目指す
－御社はこの1年で海外進出を急速に拡大しています

が、どのように海外事業に取り組まれているのでしょうか。

　当社が持続的な成長を続けるためには、国内市場のみな

らず、グローバル市場に活動の場を広げていくことが不可

欠です。中期経営計画では、2015年度に連結売上高

5,000億円を目標としており、そのうちグローバルでの売

上高は500億円を目指しています。　

　この目標を達成するため、昨年7月にシンガポールに本

社を構える日立アジア社内に事業拠点を開設したほか、今

年の４月にはマレーシアのSunwayグループと現地でIT

サービスを提供していくための合弁会社、Hi tach i 

Sunway Information Systems（HSIS）を立ち上げまし

た。Sunwayグループは、シンガポールやタイをはじめ東南

アジアのほぼ全域に事業を展開しており、不動産やレ

ジャー事業のみならず、大学や病院施設の設立にも積極的

に取り組むなど、教育や医療の社会的課題にしっかりと向

き合っている企業です。HSISによるITサービスの提供を通

じてSunwayグループと連携し、東南アジア地域の課題解

決に貢献していきたいと考えています。

－企業活動がグローバル化していくと、リスクの内容や

範囲は大きく変化していきます。そうした状況に対して、人

財育成を含めてどのように対応していく予定でしょうか。

　グローバルなビジネスを行ううえでは、単に語学力があ

るだけでなく、国際ルールを遵守するとともに、事業活動を

展開する各国・地域の社会情勢や文化、慣習、生活様式、宗

教などを互いに理解し、尊重し合うことが大切です。

　したがって、事業をグローバルに拡大していくためには、

コミュニケーション力をベースに、海外の多様なアイデン

ティティや価値観を理解し、その多様性を受容したうえで業

務を遂行できる人財を育成することが重要です。また、企

業競争力を高めていくためには、グローバル人財の育成と

ともに、人財の多様性――ダイバーシティを加速していくこ

とも重要です。そこで、当社では昨年から多様な人財の積

極的な登用に向けた人財評価システムの強化や管理職も

含めた意識面の改革を図っています。

　さらに、「人権」を重視する日立グループの一員として、そ

の啓発活動にも積極的に取り組んでいます。グローバルな

観点から見た「人権」は、国内における一般的な認識とは異

なり、サプライチェーン全体にわたる人種、信条、国籍、雇用

や労働慣行、地域住民への対応など非常に広範な取り組み

を含んでいます。そこで、日立製作所は2013年５月に「日

立グループ人権方針」を策定し、国際的な人権規範に基づ

いた取り組みを推進しています。また当社においても

2013年２月に人権勉強会を開催し、グローバルな観点で

の人権意識の向上を図っています。

　引き続き、ダイバーシティを推進することとあわせ、人権

や労働慣行に配慮しながら、グローバルでの事業拡大を目

指していきます。

 

経営とCSRのより強い結びつきを求めて
－今後、CSR活動をより強化していくために、どのような

取り組みを進めておられますか。

　当社は2012年度に、ISO26000を活用したCSR課題の

棚卸しや有識者とのディスカッション、ステークホルダーダ

イアログなどを実施して、「CSR3カ年ロードマップ」を策定

するとともに「マテリアリティ」の抽出作業を行いました。現

在は、ロードマップに沿って、各部門がCSR活動のPDCAマ

ネジメントサイクルを回しています。また、幅広いステーク

ホルダーの声を経営戦略やCSR活動に取り入れるため、

「お客さまアンケート」「従業員意識調査」に加えて、「企業イ

メージ調査」を実施しました。現在は、それぞれの調査結果

を統合・分析して各職場で対策を議論する取り組みを始め

ています。

－CSRを経営に取り入れながら、組織的にCSRを強化し

ておられることがよく分かりました。ただ、やはり最後は

CSRの担い手でもある従業員一人ひとりの意識が大切に

なってくると思います。

　当社は、従業員基点の経営モデルとして「日立システム

ズWay」を推進しています。これは、体系化した「ステートメ

ント」を全社で共有し、日々の活動がステークホルダーにど

のように映っているかを検証しながら、継続的にブランド価

値を向上させていく仕組みです。この「日立システムズ

Way」を確実に実践していくことが、当社の経営とCSRを

結びつけていく基礎になると考えています。

　当社は、これからも従業員一人ひとりが基本と正道に則

り行動するとともに、スピード感をもって、社会的な課題解

決に積極的に取り組んでまいります。そして、人とITのチカ

ラを通じてステークホルダーの皆さまとともに新たな価値

を創造し、ITサービス業界の中核企業として持続可能な社

会の実現に貢献してまいります。

代表取締役 取締役社長   髙橋 直也
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トップインタビュー

 社会における存在意義（企業理念）とは
－最初に、御社の企業理念とCSRの関係についてお聞か

せください。

　当社が提供するITサービスは、人々の暮らしやさまざま

な産業を支える「情報インフラ」としての役割を担っており、

このことは、当社が事業を通じて、幅広い分野で社会の発

展に貢献できることを意味しています。そして当社は、社会

に存在する意義や果たすべき使命として「業界の先駆的企

業としての経験と誇りを以って、情報技術・製品・サービス

の開発と提供を通じ、真に豊かな社会の実現に貢献する」と

企業理念に定めています。この想いは持続可能な社会の実

現に貢献するというCSRの意義と重なります。

 また、当社の企業理念には、「お客さまに一番近い存在とし

て、満足と感動をもたらす新たな価値を創造する」という言

葉があります。これは、お客さまの業務プロセスや業務環境

を熟知することで、お客さまが気付いていない課題にも踏

み込み、お客さまのさらなる成長に向けた提案を行うとと

もに、お客さまとその先にある地域や社会の立場で物事を

考え、新しい価値を提供することで、社会の発展に貢献する

という考えを表しています。これもステークホルダーの視点

で考え行動するというCSRの考え方に一致するものです。

 ITサービス事業を通じたCSRの実践 
－では具体的に、ITを活用して、持続可能な社会の実現

にどのように貢献しておられるのでしょうか。

　お客さまの業種は非常に広範にわたっているため、事業

活動を支える情報システムが停止した場合、さまざまな経

済活動に大きな混乱をもたらすおそれがあります。情報シ

ステムが複雑化し、大規模自然災害やサイバー攻撃などの

リスクも増えている中、基幹システムやネットワーク、デー

タセンターなどを常に安定稼働させるために、耐久性を確

保すること、何かが起こったときでも被害を最小限に抑え、

すぐ回復できるようなBCP（事業継続計画）を構築すること

人とITのチカラを通じて新たな価値を創造し、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

は、当社が持続可能な社会の実現に貢献するうえで重要な

役割の１つです。

　また、中長期的な成長のためには、地域社会や国際社会

などにも目を向け、事業を通じて社会的な課題を解決し、新

しい市場を開拓していくことが重要だと考えています。そ

の中でも、日立グループが注力している社会イノベーショ

ン事業はITの力が不可欠ですので、当社としても大きな役

割を果たせると考えています。

－実際に社会イノベーションを起こしていくには、異な

る業種の経験やノウハウを掛け合わせることも必要になる

と思いますが、いかがでしょうか。

　確かに社会イノベーションは1社だけではできません。実

際、当社においても日立グループや他団体の方々と協業し

て、お互いのノウハウや知識などの強みを掛け合わせなが

ら社会的課題の解決に取り組んでいる例があります。

　その１つが「疲労・ストレス検診システム」です。これは当

社のデータセンターを活用したクラウドサービスと、株式

会社疲労科学研究所が開発した自律神経測定器を掛け合

わせたサービスで、潜在的な疲労・ストレスをスピーディー

かつ安価に診断できるシステムです。被災地の現場で多く

の方からお話を伺う中で、住民や自治体職員のメンタルヘ

ルスケア、いわば「心の復興」に役立つサービスが必要と考

え、開発したものです。このシステムを今後は被災地以外に

も広げ、多くの方の心身の疲労やストレスに対して、ケアで

きる仕組みを広げていきたいと思います。また、将来は日

本だけでなく、アジアなど海外にも広げていけたらと考え

ています。

　今お話しした例は健康・医療というテーマですが、環境・

エネルギー問題、少子高齢化問題など、社会的な課題の変

化を見据えつつ、「社会価値と企業価値を両立させる新た

な価値創造ストーリー」を描くことこそが、企業の長期ビ

ジョンや戦略であるべきだと認識しています。今後も、国内

外の多くのステークホルダーの声に耳を傾けていくこと

で、さまざまな社

会的課題に成長

機会を見出し、 

ITはもちろん、IT

の 枠を超えた

サービスを通じ

て当社ならでは

の価値を提供していきたいと思います。

 多様な価値観を尊重し合い、グローバル事業
 のさらなる拡大を目指す
－御社はこの1年で海外進出を急速に拡大しています

が、どのように海外事業に取り組まれているのでしょうか。

　当社が持続的な成長を続けるためには、国内市場のみな

らず、グローバル市場に活動の場を広げていくことが不可

欠です。中期経営計画では、2015年度に連結売上高

5,000億円を目標としており、そのうちグローバルでの売

上高は500億円を目指しています。　

　この目標を達成するため、昨年7月にシンガポールに本

社を構える日立アジア社内に事業拠点を開設したほか、今

年の４月にはマレーシアのSunwayグループと現地でIT

サービスを提供していくための合弁会社、Hi tach i 

Sunway Information Systems（HSIS）を立ち上げまし

た。Sunwayグループは、シンガポールやタイをはじめ東南

アジアのほぼ全域に事業を展開しており、不動産やレ

ジャー事業のみならず、大学や病院施設の設立にも積極的

に取り組むなど、教育や医療の社会的課題にしっかりと向

き合っている企業です。HSISによるITサービスの提供を通

じてSunwayグループと連携し、東南アジア地域の課題解

決に貢献していきたいと考えています。

－企業活動がグローバル化していくと、リスクの内容や

範囲は大きく変化していきます。そうした状況に対して、人

財育成を含めてどのように対応していく予定でしょうか。

　グローバルなビジネスを行ううえでは、単に語学力があ

るだけでなく、国際ルールを遵守するとともに、事業活動を

展開する各国・地域の社会情勢や文化、慣習、生活様式、宗

教などを互いに理解し、尊重し合うことが大切です。

　したがって、事業をグローバルに拡大していくためには、

コミュニケーション力をベースに、海外の多様なアイデン

ティティや価値観を理解し、その多様性を受容したうえで業

務を遂行できる人財を育成することが重要です。また、企

業競争力を高めていくためには、グローバル人財の育成と

ともに、人財の多様性――ダイバーシティを加速していくこ

とも重要です。そこで、当社では昨年から多様な人財の積

極的な登用に向けた人財評価システムの強化や管理職も

含めた意識面の改革を図っています。

　さらに、「人権」を重視する日立グループの一員として、そ

の啓発活動にも積極的に取り組んでいます。グローバルな

観点から見た「人権」は、国内における一般的な認識とは異

なり、サプライチェーン全体にわたる人種、信条、国籍、雇用

や労働慣行、地域住民への対応など非常に広範な取り組み

を含んでいます。そこで、日立製作所は2013年５月に「日

立グループ人権方針」を策定し、国際的な人権規範に基づ

いた取り組みを推進しています。また当社においても

2013年２月に人権勉強会を開催し、グローバルな観点で

の人権意識の向上を図っています。

　引き続き、ダイバーシティを推進することとあわせ、人権

や労働慣行に配慮しながら、グローバルでの事業拡大を目

指していきます。

 

経営とCSRのより強い結びつきを求めて
－今後、CSR活動をより強化していくために、どのような

取り組みを進めておられますか。

　当社は2012年度に、ISO26000を活用したCSR課題の

棚卸しや有識者とのディスカッション、ステークホルダーダ

イアログなどを実施して、「CSR3カ年ロードマップ」を策定

するとともに「マテリアリティ」の抽出作業を行いました。現

在は、ロードマップに沿って、各部門がCSR活動のPDCAマ

ネジメントサイクルを回しています。また、幅広いステーク

ホルダーの声を経営戦略やCSR活動に取り入れるため、

「お客さまアンケート」「従業員意識調査」に加えて、「企業イ

メージ調査」を実施しました。現在は、それぞれの調査結果

を統合・分析して各職場で対策を議論する取り組みを始め

ています。

－CSRを経営に取り入れながら、組織的にCSRを強化し

ておられることがよく分かりました。ただ、やはり最後は

CSRの担い手でもある従業員一人ひとりの意識が大切に

なってくると思います。

　当社は、従業員基点の経営モデルとして「日立システム

ズWay」を推進しています。これは、体系化した「ステートメ

ント」を全社で共有し、日々の活動がステークホルダーにど

のように映っているかを検証しながら、継続的にブランド価

値を向上させていく仕組みです。この「日立システムズ

Way」を確実に実践していくことが、当社の経営とCSRを

結びつけていく基礎になると考えています。

　当社は、これからも従業員一人ひとりが基本と正道に則

り行動するとともに、スピード感をもって、社会的な課題解

決に積極的に取り組んでまいります。そして、人とITのチカ

ラを通じてステークホルダーの皆さまとともに新たな価値

を創造し、ITサービス業界の中核企業として持続可能な社

会の実現に貢献してまいります。
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トップインタビュー

 社会における存在意義（企業理念）とは
－最初に、御社の企業理念とCSRの関係についてお聞か

せください。

　当社が提供するITサービスは、人々の暮らしやさまざま

な産業を支える「情報インフラ」としての役割を担っており、

このことは、当社が事業を通じて、幅広い分野で社会の発

展に貢献できることを意味しています。そして当社は、社会

に存在する意義や果たすべき使命として「業界の先駆的企

業としての経験と誇りを以って、情報技術・製品・サービス

の開発と提供を通じ、真に豊かな社会の実現に貢献する」と

企業理念に定めています。この想いは持続可能な社会の実

現に貢献するというCSRの意義と重なります。

 また、当社の企業理念には、「お客さまに一番近い存在とし

て、満足と感動をもたらす新たな価値を創造する」という言

葉があります。これは、お客さまの業務プロセスや業務環境

を熟知することで、お客さまが気付いていない課題にも踏

み込み、お客さまのさらなる成長に向けた提案を行うとと

もに、お客さまとその先にある地域や社会の立場で物事を

考え、新しい価値を提供することで、社会の発展に貢献する

という考えを表しています。これもステークホルダーの視点

で考え行動するというCSRの考え方に一致するものです。

 ITサービス事業を通じたCSRの実践 
－では具体的に、ITを活用して、持続可能な社会の実現

にどのように貢献しておられるのでしょうか。

　お客さまの業種は非常に広範にわたっているため、事業

活動を支える情報システムが停止した場合、さまざまな経

済活動に大きな混乱をもたらすおそれがあります。情報シ

ステムが複雑化し、大規模自然災害やサイバー攻撃などの

リスクも増えている中、基幹システムやネットワーク、デー

タセンターなどを常に安定稼働させるために、耐久性を確

保すること、何かが起こったときでも被害を最小限に抑え、

すぐ回復できるようなBCP（事業継続計画）を構築すること

人とITのチカラを通じて新たな価値を創造し、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

は、当社が持続可能な社会の実現に貢献するうえで重要な

役割の１つです。

　また、中長期的な成長のためには、地域社会や国際社会

などにも目を向け、事業を通じて社会的な課題を解決し、新

しい市場を開拓していくことが重要だと考えています。そ

の中でも、日立グループが注力している社会イノベーショ

ン事業はITの力が不可欠ですので、当社としても大きな役

割を果たせると考えています。

－実際に社会イノベーションを起こしていくには、異な

る業種の経験やノウハウを掛け合わせることも必要になる

と思いますが、いかがでしょうか。

　確かに社会イノベーションは1社だけではできません。実

際、当社においても日立グループや他団体の方々と協業し

て、お互いのノウハウや知識などの強みを掛け合わせなが

ら社会的課題の解決に取り組んでいる例があります。

　その１つが「疲労・ストレス検診システム」です。これは当

社のデータセンターを活用したクラウドサービスと、株式

会社疲労科学研究所が開発した自律神経測定器を掛け合

わせたサービスで、潜在的な疲労・ストレスをスピーディー

かつ安価に診断できるシステムです。被災地の現場で多く

の方からお話を伺う中で、住民や自治体職員のメンタルヘ

ルスケア、いわば「心の復興」に役立つサービスが必要と考

え、開発したものです。このシステムを今後は被災地以外に

も広げ、多くの方の心身の疲労やストレスに対して、ケアで

きる仕組みを広げていきたいと思います。また、将来は日

本だけでなく、アジアなど海外にも広げていけたらと考え

ています。

　今お話しした例は健康・医療というテーマですが、環境・

エネルギー問題、少子高齢化問題など、社会的な課題の変

化を見据えつつ、「社会価値と企業価値を両立させる新た

な価値創造ストーリー」を描くことこそが、企業の長期ビ

ジョンや戦略であるべきだと認識しています。今後も、国内

外の多くのステークホルダーの声に耳を傾けていくこと

で、さまざまな社

会的課題に成長

機会を見出し、 

ITはもちろん、IT

の 枠を超えた

サービスを通じ

て当社ならでは

の価値を提供していきたいと思います。

 多様な価値観を尊重し合い、グローバル事業
 のさらなる拡大を目指す
－御社はこの1年で海外進出を急速に拡大しています

が、どのように海外事業に取り組まれているのでしょうか。

　当社が持続的な成長を続けるためには、国内市場のみな

らず、グローバル市場に活動の場を広げていくことが不可

欠です。中期経営計画では、2015年度に連結売上高

5,000億円を目標としており、そのうちグローバルでの売

上高は500億円を目指しています。　

　この目標を達成するため、昨年7月にシンガポールに本

社を構える日立アジア社内に事業拠点を開設したほか、今

年の４月にはマレーシアのSunwayグループと現地でIT

サービスを提供していくための合弁会社、Hi tach i 

Sunway Information Systems（HSIS）を立ち上げまし

た。Sunwayグループは、シンガポールやタイをはじめ東南
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なり、サプライチェーン全体にわたる人種、信条、国籍、雇用
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なってくると思います。
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のように映っているかを検証しながら、継続的にブランド価

値を向上させていく仕組みです。この「日立システムズ

Way」を確実に実践していくことが、当社の経営とCSRを

結びつけていく基礎になると考えています。
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決に貢献していきたいと考えています。

－企業活動がグローバル化していくと、リスクの内容や

範囲は大きく変化していきます。そうした状況に対して、人

財育成を含めてどのように対応していく予定でしょうか。

　グローバルなビジネスを行ううえでは、単に語学力があ

るだけでなく、国際ルールを遵守するとともに、事業活動を

展開する各国・地域の社会情勢や文化、慣習、生活様式、宗

教などを互いに理解し、尊重し合うことが大切です。

　したがって、事業をグローバルに拡大していくためには、

コミュニケーション力をベースに、海外の多様なアイデン

ティティや価値観を理解し、その多様性を受容したうえで業

務を遂行できる人財を育成することが重要です。また、企

業競争力を高めていくためには、グローバル人財の育成と

ともに、人財の多様性――ダイバーシティを加速していくこ

とも重要です。そこで、当社では昨年から多様な人財の積

極的な登用に向けた人財評価システムの強化や管理職も

含めた意識面の改革を図っています。

　さらに、「人権」を重視する日立グループの一員として、そ

の啓発活動にも積極的に取り組んでいます。グローバルな

観点から見た「人権」は、国内における一般的な認識とは異

なり、サプライチェーン全体にわたる人種、信条、国籍、雇用

や労働慣行、地域住民への対応など非常に広範な取り組み

を含んでいます。そこで、日立製作所は2013年５月に「日

立グループ人権方針」を策定し、国際的な人権規範に基づ

いた取り組みを推進しています。また当社においても

2013年２月に人権勉強会を開催し、グローバルな観点で

の人権意識の向上を図っています。

　引き続き、ダイバーシティを推進することとあわせ、人権

や労働慣行に配慮しながら、グローバルでの事業拡大を目

指していきます。

 

経営とCSRのより強い結びつきを求めて
－今後、CSR活動をより強化していくために、どのような

取り組みを進めておられますか。

　当社は2012年度に、ISO26000を活用したCSR課題の

棚卸しや有識者とのディスカッション、ステークホルダーダ

イアログなどを実施して、「CSR3カ年ロードマップ」を策定

するとともに「マテリアリティ」の抽出作業を行いました。現

在は、ロードマップに沿って、各部門がCSR活動のPDCAマ

ネジメントサイクルを回しています。また、幅広いステーク

ホルダーの声を経営戦略やCSR活動に取り入れるため、

「お客さまアンケート」「従業員意識調査」に加えて、「企業イ

メージ調査」を実施しました。現在は、それぞれの調査結果

を統合・分析して各職場で対策を議論する取り組みを始め

ています。

－CSRを経営に取り入れながら、組織的にCSRを強化し

ておられることがよく分かりました。ただ、やはり最後は

CSRの担い手でもある従業員一人ひとりの意識が大切に

なってくると思います。

　当社は、従業員基点の経営モデルとして「日立システム

ズWay」を推進しています。これは、体系化した「ステートメ

ント」を全社で共有し、日々の活動がステークホルダーにど

のように映っているかを検証しながら、継続的にブランド価

値を向上させていく仕組みです。この「日立システムズ

Way」を確実に実践していくことが、当社の経営とCSRを

結びつけていく基礎になると考えています。

　当社は、これからも従業員一人ひとりが基本と正道に則

り行動するとともに、スピード感をもって、社会的な課題解

決に積極的に取り組んでまいります。そして、人とITのチカ

ラを通じてステークホルダーの皆さまとともに新たな価値

を創造し、ITサービス業界の中核企業として持続可能な社

会の実現に貢献してまいります。

代表取締役 取締役社長   髙橋 直也
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サービスを創造し、お客さまからすべてを任せていただけるグ
ローバルサービスカンパニーになる。

企業理念─社会における存在意義
当社は、業界の先駆的企業としての経験と誇りを以って、情報技
術・製品・サービスの開発と提供を通じ、真に豊かな社会の実現
に貢献する。
また、人の持つ無限の可能性と人間性を尊重し、お客さまに一番
近い存在として、満足と感動をもたらす新たな価値を創造する。

行動指針─従業員の行動の拠り所
優れたサービスで社会の発展に貢献します。
人の持つ可能性を信じ、多様な価値観を尊重します。
真のパートナーとしてお客さまの視点で考え
行動します。
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世界に通じる仕事をします。
異なる価値を結合して、
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お客さまをリードします。

グローバル
ユニーク

スピーディー
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ローバルサービスカンパニーになる。

企業理念─社会における存在意義
当社は、業界の先駆的企業としての経験と誇りを以って、情報技
術・製品・サービスの開発と提供を通じ、真に豊かな社会の実現
に貢献する。
また、人の持つ無限の可能性と人間性を尊重し、お客さまに一番
近い存在として、満足と感動をもたらす新たな価値を創造する。

行動指針─従業員の行動の拠り所
優れたサービスで社会の発展に貢献します。
人の持つ可能性を信じ、多様な価値観を尊重します。
真のパートナーとしてお客さまの視点で考え
行動します。
新たな価値を創造するために挑戦を続けます。

社会貢献
人間性尊重
お客さま視点

チャレンジ

世界に通じる仕事をします。
異なる価値を結合して、
ユニークなサービスを生み出します。
あらゆる変化にスピーディーに対応し、
お客さまをリードします。

グローバル
ユニーク

スピーディー

日立システムズWay
従業員一人ひとりの主体的な行動の積み重ねにより企業ブランドを形成し、

その価値を継続的に向上させるための従業員基点の経営モデル。

CSR概念図

　グローバルなビジネスを行ううえでは、単に語学力があ

るだけでなく、国際ルールを遵守するとともに、事業活動を

展開する各国・地域の社会情勢や文化、慣習、生活様式、宗

教などを互いに理解し、尊重し合うことが大切です。

　したがって、事業をグローバルに拡大していくためには、

コミュニケーション力をベースに、海外の多様なアイデン

ティティや価値観を理解し、その多様性を受容したうえで業

務を遂行できる人財を育成することが重要です。また、企

業競争力を高めていくためには、グローバル人財の育成と

ともに、人財の多様性――ダイバーシティを加速していくこ

とも重要です。そこで、当社では昨年から多様な人財の積

極的な登用に向けた人財評価システムの強化や管理職も

含めた意識面の改革を図っています。

　さらに、「人権」を重視する日立グループの一員として、そ

の啓発活動にも積極的に取り組んでいます。グローバルな

観点から見た「人権」は、国内における一般的な認識とは異

なり、サプライチェーン全体にわたる人種、信条、国籍、雇用

や労働慣行、地域住民への対応など非常に広範な取り組み

を含んでいます。そこで、日立製作所は2013年５月に「日

立グループ人権方針」を策定し、国際的な人権規範に基づ

いた取り組みを推進しています。また当社においても

2013年２月に人権勉強会を開催し、グローバルな観点で

の人権意識の向上を図っています。

　引き続き、ダイバーシティを推進することとあわせ、人権

や労働慣行に配慮しながら、グローバルでの事業拡大を目

指していきます。

 

 経営とCSRのより強い結びつきを求めて
－今後、CSR活動をより強化していくために、どのような

取り組みを進めようとされていますか。

　当社は2012年度に、ISO26000を活用したCSR課題の

棚卸しや有識者とのディスカッション、ステークホルダーダ

イアログなどを実施して、「CSR3カ年ロードマップ」を策定

するとともに「マテリアリティ」の抽出作業を行いました。現

在は、ロードマップに沿って、各部門がCSR活動のPDCAマ

ネジメントサイクルを回しています。また、幅広いステーク

ホルダーの声を経営戦略やCSR活動に取り入れるため、

「お客さまアンケート」「従業員意識調査」に加えて、「企業イ

メージ調査」を実施しました。現在は、それぞれの調査結果

を統合・分析して各職場で対策を議論する取り組みを始め

ています。

－CSRを経営に取り入れながら、組織的にCSRを強化し

ておられることがよく分かりました。ただ、やはり最後は

CSRの担い手でもある従業員一人ひとりの意識が大切に

なってくると思いますが、いかがですか。

　当社は、従業員基点の経営モデルとして「日立システム

ズWay」を推進しています。これは、体系化した「ステートメ

ント」を全社で共有し、日々の活動がステークホルダーにど

のように映っているかを検証しながら、継続的にブランド価

値を向上させていく仕組みです。この「日立システムズ

Way」を確実に実践していくことが、当社の経営とCSRを

結びつけていく基礎になると考えています。

　当社は、これからも従業員一人ひとりが基本と正道に則

り行動するとともに、スピード感をもって、社会的な課題解

決に積極的に取り組んでまいります。そして、人とITのチカ

ラを通じてステークホルダーの皆さまとともに新たな価値

を創造し、ITサービス業界の中核企業として持続可能な社

会の実現に貢献してまいります。

インタビュアー

薗田 綾子 氏
株式会社クレアン 代表取締役

兵庫県出身。甲南大学文学部社会学
科卒業。広告代理店、株式会社リク
ルート映像を経て、1988年株式会
社クレアンを設立、代表取締役に就
任。NPO法人サステナビリティ日本
フォーラム事務局長やNPO法人社
会的責任投資フォーラム理事なども
務める。

人とITのチカラを通じて新たな価値を創造し、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
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日立システムズは、全国各地のサービス拠点、ネットワーク、データセンターなどの自社インフラをベースに、シ
ステムのコンサルティングから設計･構築、導入・設置、運用、保守・拡張まで、ITライフサイクルのすべてをカ
バーする“真のワンストップサービス”の提供を通じて、幅広い業種のお客さまのご要望に応えています。サー
ビスの提供にあたっては“お客さまに最も近いパートナー”として、経営課題や社会課題と向き合い、お客さまと
お客さまにかかわる多くのステークホルダーの持続的な成長に貢献する新たな価値の創造に努めています。

サービスの特長
高品質なワンストップサービス●コンサルティング・設計・構築・導入・運用・保守すべてが日立システムズの専門領域。
インフラを自社で整備してサービス品質を管理することで、お客さまにご満足いただけるワンストップサービスを提供します。

お客さまに密着したサービス体制●保守の前線基地となる日本全国のサービス拠点と、ITサービスの基盤となるデータセンター。
お客さまを第一に考え、日本のどの地域でも均質なサービスを提供できる体制を整えています。

これまでの枠を超えたサービスの提供●新サービスの立ち上げや海外への事業拡大、さらには異業種への参入など、
お客さまの新しい挑戦を支える体制を整備。世界につながるビジネス展開を全力でサポートします。

グローバルソ  リューション
海外進出時の煩雑   な現地手続きから
 その先の事業拡大   まで、海外展開を  

  トータルにサ   ポートします。

ビジネスサービス
豊富な業種・業務ノウハウを生かした
ITにとどまらないサービスで
ビジネスをサポートします。

クラウドサービス
お客さまのビジネスに適した

クラウド環境の構築から運用・保守までを
トータルにサポートします。

運用サービスコンタクトセンター データセンターサービスBPO

マネージド  サービス

総務・人事経理・　  会計経営企画

業務別ソリ  ューション

業種別ソリ  ューション
金　融介護・福祉 製造・流通公共・社会

ICT基盤ソ  リューション
ネットワークサーバー/クライアント

セキュリティファシリティ

オープンプロダクト調達アドバンスド・メンテナンス

コンサルティング/
業務設計・企画

システム
設計・構築

システム
導入・設置

シス  テム
運   用

システム
保守・拡張

住民記録や税、福祉などの多様な自
治体業務の最適化を支援する「住民
情報システム」を提供。豊かな街づ
くりをお手伝いしています。

欧州のREACH規則に対応し、製品の
構成部材とその化学物質情報を一元管
理できる「化学物質管理システム」を提
供。これにより、製造業の国際競争
力の強化と地球環境保全に

貢献しています。

高度なセキュリティを備えつつ、多様
な入札方法に対応した透明性の高い
「電子入札システム」や「契約管理シ
ステム」を提供。行政サービス向
上に貢献しています。

Web上でダイヤを作成できる
「SmartDia」によってバスや鉄道の各
種ダイヤ作成を支援。マウス操作の
みで入力ができるなど、ダイヤ作
成にかかる時間を大幅に削

減します。

新業界標準の「電子商取引システム」
を提供。伝票類の削減のほか、配送コ
ストの削減や納品までの時間短縮を
実現し、消費者の利便性向上に貢
献しています。

学内で管理していたサーバーを仮想
化して、データセンターへ移す「プラ
イベートクラウド」環境を提供。セ
キュリティ強化や省スペース、
BCPに貢献しています。

店舗業務の標準化や店舗情報の共
有化を実現するシステムを提供し、飲
食チェーンの運営を効率化。お客さま
サービス向上を支援しています。

訪問管理、介護報酬請求、職員間の
情報共有など、介護・福祉にかかわる
幅広い業務をサポートするシステム
を提供。介護・福祉サービスの向
上に貢献しています。

保険加入者の世帯状況や案件の進
捗情報など、さまざまな情報を管理す
るシステムを提供。保険加入者への
きめ細かなサービス提供を支援し
ています。

RFID（無線ICタグ）を利用した「入退
場管理システム」を提供。これによっ
てチケットの偽造や不正売買を防
ぎ、確実な入退場管理を支

援しています。
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金融・保険分野

流通・小売分野

製造分野

学校・教育機関

自治体

交通分野

官公庁

介護・福祉分野

飲食分野

エンターテインメント
分野

幅広い業種のお客さまに最も近いパートナーとして、
新たな価値創造に努めています。

「事業活動」を通じて日立システムズのCSR ❶
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グローバルソ  リューション
海外進出時の煩雑   な現地手続きから
 その先の事業拡大   まで、海外展開を  

  トータルにサ   ポートします。

ビジネスサービス
豊富な業種・業務ノウハウを生かした
ITにとどまらないサービスで
ビジネスをサポートします。

クラウドサービス
お客さまのビジネスに適した

クラウド環境の構築から運用・保守までを
トータルにサポートします。

運用サービスコンタクトセンター データセンターサービスBPO

マネージド  サービス
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住民記録や税、福祉などの多様な自
治体業務の最適化を支援する「住民
情報システム」を提供。豊かな街づ
くりをお手伝いしています。

欧州のREACH規則に対応し、製品の
構成部材とその化学物質情報を一元管
理できる「化学物質管理システム」を提
供。これにより、製造業の国際競争
力の強化と地球環境保全に

貢献しています。

高度なセキュリティを備えつつ、多様
な入札方法に対応した透明性の高い
「電子入札システム」や「契約管理シ
ステム」を提供。行政サービス向
上に貢献しています。

Web上でダイヤを作成できる
「SmartDia」によってバスや鉄道の各
種ダイヤ作成を支援。マウス操作の
みで入力ができるなど、ダイヤ作
成にかかる時間を大幅に削

減します。

新業界標準の「電子商取引システム」
を提供。伝票類の削減のほか、配送コ
ストの削減や納品までの時間短縮を
実現し、消費者の利便性向上に貢
献しています。

学内で管理していたサーバーを仮想
化して、データセンターへ移す「プラ
イベートクラウド」環境を提供。セ
キュリティ強化や省スペース、
BCPに貢献しています。

店舗業務の標準化や店舗情報の共
有化を実現するシステムを提供し、飲
食チェーンの運営を効率化。お客さま
サービス向上を支援しています。

訪問管理、介護報酬請求、職員間の
情報共有など、介護・福祉にかかわる
幅広い業務をサポートするシステム
を提供。介護・福祉サービスの向
上に貢献しています。

保険加入者の世帯状況や案件の進
捗情報など、さまざまな情報を管理す
るシステムを提供。保険加入者への
きめ細かなサービス提供を支援し
ています。

RFID（無線ICタグ）を利用した「入退
場管理システム」を提供。これによっ
てチケットの偽造や不正売買を防
ぎ、確実な入退場管理を支

援しています。
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お客さまにかかわる多くのステークホルダーの持続的な成長に貢献する新たな価値の創造に努めています。
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インフラを自社で整備してサービス品質を管理することで、お客さまにご満足いただけるワンストップサービスを提供します。

お客さまに密着したサービス体制●保守の前線基地となる日本全国のサービス拠点と、ITサービスの基盤となるデータセンター。
お客さまを第一に考え、日本のどの地域でも均質なサービスを提供できる体制を整えています。
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構成部材とその化学物質情報を一元管
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供。これにより、製造業の国際競争
力の強化と地球環境保全に

貢献しています。

高度なセキュリティを備えつつ、多様
な入札方法に対応した透明性の高い
「電子入札システム」や「契約管理シ
ステム」を提供。行政サービス向
上に貢献しています。

Web上でダイヤを作成できる
「SmartDia」によってバスや鉄道の各
種ダイヤ作成を支援。マウス操作の
みで入力ができるなど、ダイヤ作
成にかかる時間を大幅に削

減します。

新業界標準の「電子商取引システム」
を提供。伝票類の削減のほか、配送コ
ストの削減や納品までの時間短縮を
実現し、消費者の利便性向上に貢
献しています。

学内で管理していたサーバーを仮想
化して、データセンターへ移す「プラ
イベートクラウド」環境を提供。セ
キュリティ強化や省スペース、
BCPに貢献しています。

店舗業務の標準化や店舗情報の共
有化を実現するシステムを提供し、飲
食チェーンの運営を効率化。お客さま
サービス向上を支援しています。

訪問管理、介護報酬請求、職員間の
情報共有など、介護・福祉にかかわる
幅広い業務をサポートするシステム
を提供。介護・福祉サービスの向
上に貢献しています。

保険加入者の世帯状況や案件の進
捗情報など、さまざまな情報を管理す
るシステムを提供。保険加入者への
きめ細かなサービス提供を支援し
ています。

RFID（無線ICタグ）を利用した「入退
場管理システム」を提供。これによっ
てチケットの偽造や不正売買を防
ぎ、確実な入退場管理を支

援しています。
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東北支社では「事業を通じた社会的課題の解決」の実践に
向けて、「防災・減災」「安心・安全な暮らし」「東北の産
業の活性化」というテーマで、新規のITソリューション創出
に向けたワー
クショップを
行いました。
（→P22）

「被災地復興のための新規ビジネス」を考える
ワークショップを開催

1月22日、日立システムズ、日立ソリューションズ、日立製作
所情報・通信システム社に所属するグループの従業員を対
象に「合同CSRセミナー」を開催しました。このセミナーは、
社会的課題を解決する事業や社会的活動を共有、深堀りす
ることで、ソーシャルイノベーターを育成することを目指し
開催するものです。当日は、対人地雷除去機の開発で世界
的なイノベーションを起こした山梨日立建機株式会社（現・
株式会社日建）の代表取締役、雨宮清氏をお招きし、ご講演
と、同氏を囲
んでのパネル
ディスカッショ
ンを実施しま
した。

「社会的課題を解決する事業・活動」をテーマに
講演、トークセッションを実施

2月9日、「サプライチェーン」全体での人権侵害や労働問題
への配慮ある行動を強化していくために、本社で「人権を考
える勉強会」を開催しました。人権デューデリジェンスや加担
の回避などに
ついて、他社
事例やケース
スタディなど
を通じて情報
共有を図りま
した。
 

「人権を考える勉強会」を開催

11月28日と2月19日、本社地区を中心とした従業員を対
象に「CSRを考える」と題したワールド・カフェを開催しまし
た。これは、多様な組織で実務経験をもつ従業員の意見を
聞くことで、「企業理念」「仕事・会社への誇り」と「CSR」の関
係を改めて
考え、新たな
発見や価値
の共有を図
るための取り
組みです。

「CSRを考える」をテーマに従業員の
対話イベントを実施

1月26日か
ら27日にか
けて、福祉事
業部の従業
員を対象とし
た講演会、
CSRワ ー ク

ショップを開催しました。講演会では、公益財団法人日本知
的障害者福祉協会副会長、菊地達美氏と、NPO法人成年後
見横浜やまびこの桑名利幸氏から、それぞれご講演をいた
だきました。また、その内容を踏まえて、福祉の現場にある
課題を解決するためのソリューションをグループで討議し
ました。

「福祉における社会的課題の解決」をテーマに
講演会、ワークショップを開催

 

「マテリアリティ」を策定し、「CSR3カ年ロードマップ」の運用を
開始するとともに各種の社内浸透策に取り組んでいます。
　日立システムズは、CSR活動を継続的かつ適切にマネジメン
トしていくために、2011年11月に「CSR推進プロジェクト※」を
発足させました。プロジェクトのPhase1では、IT企業として果
たすべき責任について整理し、続くPhase２で日立システムズ
らしい責任を果たしていくための「マテリアリティ（重要課題）」、
CSR活動をPDCAサイクルを通じて推進・管理していくための

3年間の目標を定めた「CSR3カ年ロードマップ」「KPI（Key 
Performance Indicator：重要達成指標）」を策定しました。
　2012年11月からは、Phase３の活動として目標の達成度合
を評価するとともに、CSRの一層の社内浸透を目標に、本社や
事業部でワークショップなどを開催しました。
※メンバーは、人事・勤労、教育、品質保証、調達、環境、コンプライアンス、経営企
画、マーケティング、広報、ＣＳ、ＣＳＲの各部門から2名ずつで構成。

CSRの一層の社内浸透を目標に、本社や事業部でワークショップなどを開催しました。
CSRの社内浸透策を実施

Phase3

「マテリアリティ」および「CSR3カ年ロードマップ」「KPI」
の策定にあたって、外部有識者とのダイアログを実施し
ました（→P11）。ダイアログでは、日立システムズの
「CSRの基本的な考え方」などを説明した後、「日立システ
ムズらしいCSRとは」「強化すべきCSR活動とは」といった
テーマについて討議。今後に向けた示唆を頂戴しました。

「マテリアリティ」「CSR3カ年
ロードマップ」を策定

「日立システムズが重視するCSRの取り組み」を抽出する
ために、CSR関連部門の担当者が有識者とディスカッショ
ンを行いました。また同時に、「ステークホルダーが関心を
もつCSRの取り組み｣を知るために、ステークホルダーへ
のアンケート調査を実施。これらを基に「日立システムズが
取り組むべきCSR課題」を整理していきました。

「日立システムズが取り組むべき
CSR課題」を整理

2011.11～2012.6Phase1 Phase2

アンケート調査

プロジェクトメンバーがCSRに関する国内外のさまざまな
課題を洗い出し、それぞれの項目について「緊急度」「重要
度」「当社らしさ」の観点からアンケートを作成。お客さまや
ビジネスパ ート
ナーに配布し、約
50社から回答をい
ただきました。

対話

2012.7～2012.10

2012.11～

CSR課題

● 顧客満足度の向上
● プロセス、プロダクト、サービスの品質向上
● リスクマネジメント、BCPの強化
● コンプライアンスの徹底
● 世界で活躍する人財の育成
● ダイバーシティマネジメントの推進
● ワークライフバランスに配慮した労働環境の改善
● グローバルなCSR活動の推進
● 事業を通じた社会的課題の解決

マテリアリティ（重要課題）
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東北支社では「事業を通じた社会的課題の解決」の実践に
向けて、「防災・減災」「安心・安全な暮らし」「東北の産
業の活性化」というテーマで、新規のITソリューション創出
に向けたワー
クショップを
行いました。
（→P22）

「被災地復興のための新規ビジネス」を考える
ワークショップを開催

1月22日、日立システムズ、日立ソリューションズ、日立製作
所情報・通信システム社に所属するグループの従業員を対
象に「合同CSRセミナー」を開催しました。このセミナーは、
社会的課題を解決する事業や社会的活動を共有、深堀りす
ることで、ソーシャルイノベーターを育成することを目指し
開催するものです。当日は、対人地雷除去機の開発で世界
的なイノベーションを起こした山梨日立建機株式会社（現・
株式会社日建）の代表取締役、雨宮清氏をお招きし、ご講演
と、同氏を囲
んでのパネル
ディスカッショ
ンを実施しま
した。

「社会的課題を解決する事業・活動」をテーマに
講演、トークセッションを実施

2月9日、「サプライチェーン」全体での人権侵害や労働問題
への配慮ある行動を強化していくために、本社で「人権を考
える勉強会」を開催しました。人権デューデリジェンスや加担
の回避などに
ついて、他社
事例やケース
スタディなど
を通じて情報
共有を図りま
した。
 

「人権を考える勉強会」を開催

11月28日と2月19日、本社地区を中心とした従業員を対
象に「CSRを考える」と題したワールド・カフェを開催しまし
た。これは、多様な組織で実務経験をもつ従業員の意見を
聞くことで、「企業理念」「仕事・会社への誇り」と「CSR」の関
係を改めて
考え、新たな
発見や価値
の共有を図
るための取り
組みです。

「CSRを考える」をテーマに従業員の
対話イベントを実施

1月26日か
ら27日にか
けて、福祉事
業部の従業
員を対象とし
た講演会、
CSRワ ー ク

ショップを開催しました。講演会では、公益財団法人日本知
的障害者福祉協会副会長、菊地達美氏と、NPO法人成年後
見横浜やまびこの桑名利幸氏から、それぞれご講演をいた
だきました。また、その内容を踏まえて、福祉の現場にある
課題を解決するためのソリューションをグループで討議し
ました。

「福祉における社会的課題の解決」をテーマに
講演会、ワークショップを開催

 

「マテリアリティ」を策定し、「CSR3カ年ロードマップ」の運用を
開始するとともに各種の社内浸透策に取り組んでいます。
　日立システムズは、CSR活動を継続的かつ適切にマネジメン
トしていくために、2011年11月に「CSR推進プロジェクト※」を
発足させました。プロジェクトのPhase1では、IT企業として果
たすべき責任について整理し、続くPhase２で日立システムズ
らしい責任を果たしていくための「マテリアリティ（重要課題）」、
CSR活動をPDCAサイクルを通じて推進・管理していくための

3年間の目標を定めた「CSR3カ年ロードマップ」「KPI（Key 
Performance Indicator：重要達成指標）」を策定しました。
　2012年11月からは、Phase３の活動として目標の達成度合
を評価するとともに、CSRの一層の社内浸透を目標に、本社や
事業部でワークショップなどを開催しました。
※メンバーは、人事・勤労、教育、品質保証、調達、環境、コンプライアンス、経営企
画、マーケティング、広報、ＣＳ、ＣＳＲの各部門から2名ずつで構成。
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「ITがもつ力」を幅広い社会課題の解決に
生かしていくことが重要

事業のグローバル化において
求められる「人権」への一層の配慮

ダイバーシティを重視した
採用、教育に取り組む

さまざまなお客様との接点を
生かしてCSRを推進することが重要

CSRの基本は
企業理念の実践

社会イノベーションの創出が
我々のミッション2012年8月3日、日立システムズは、株式会社損害保険ジャ

パンの関正雄氏、株式会社日本総合研究所の足達英一郎氏
の2名の社外有識者を迎えて、ステークホルダーダイアログ
を開催しました。ダイアログでは、2011年10月の新会社発足
から10カ月を経た日立システムズの「CSRの基本的な考え
方」について担当役員・担当者から説明させていただいた後、
「日立システムズらしいCSRとは」「強化すべきCSR活動とは」
といったテーマについて討議するとともに、有識者の皆さま
から今後に向けた示唆を頂戴しました。ここでは、ダイアログ
での主要な発言をまとめて紹介します。
※所属および役職名は、ダイアログ実施当時のものです。

ステークホルダーダイアログの全文はWebサイトをご覧ください
http://www.hitachi-systems.com/csr/2013/dialog/index.html

日本の企業はCSRを推進する際、外部からの要請を重く受
け止め、主体性のある言葉を発することはあまり多くあり
ません。日立システムズにはぜひ「人財と先進の情報技術
を組み合わせて社会的課題の解決を目指す」というメッセー
ジを全面に打ち出し、実践していただきたいと思います。特
に私が期待しているのは、日立グループの事業の影響力の
大きさです。エネルギーや交通インフラなど、日立グルー
プにはさまざまな事業を担う企業がありますが、そうした
事業をスマート・コミュニティなどにつなげていく際にITは

当社を含めたIT企業がCSR
を推進していく上で、重要な
課題としてワークライフバ
ランスや長時間労働の問題
があると認識しています。当
社では、産業医と密な連携
を図りながら、社内システム
により従業員の健康状態を
管理しているほか、休暇・休
職をはじめとした人事・労務
制度は、当社と同程度の規
模の企業と比較しても遜色

ない内容を整備しています。また、企業競争力
の向上という観点から、制度だけでなくダイ
バーシティが重要な要素になると考えています
ので、今後も引き続き、多様な人財が十分にそ
の能力を発揮できるよう、採用や教育、制度の
在り方を検討していきたいと思います。

当社は全国に300のサービス拠点を
もっており、それぞれの地域でお客さ
まに一番近い存在として、サービスを
ご提供しています。お客さまと十分な
コミュニケーションを図りニーズや課
題に応えることで、ご満足いただくこ
とが日々の業務の基本となります。
CSR活動を推進していくうえでは、顧
客満足の向上に止まらず、さまざまな
お客さまと接点をもつ当社の特徴を
生かして、社会・地球環境に目を向け

て幅広く課題解決に取り組んでいくことが重要だと思い
ます。視野を広くもち、一人ひとりが仕事を通じて、驚き
と感動をもたらす新たな価値を創造することを目指して
いきます。

CSR本部 
ブランド・CSR推進部長

 

当社は、2011年10月1日の
発足と同時に「人の持つ無限
の可能性と人間性を尊重し、
お客さまに一番近い存在とし
て、満足と感動をもたらす新
たな価値を創造する」「（これ
ら事業を通じて）真に豊かな
社会の実現に貢献する」という企業理念を発表
しました。当社のCSRの基本は、この企業理念を
実践することであり、全従業員に対して告知して
いるほか、研修などさまざまな機会を捉えて「真
に豊かな社会」について議論するよう努めてい
ます。また、企業理念の実践にあたっては、
「Human＊IT」という事業ブランドを意識して、
社内外のさまざまな人々とともに先進的なITを
駆使して価値を共創していくことが重要だと考
えています。

ISO26000を活用したCSRの課題の洗い出しやロードマッ
プ策定のプロセスについては大変誠実に、手順を踏んで
行っている印象を持ちました。ただ、ISO26000は、項目に
あまりとらわれ過ぎず、自社にとってより重要な活動を抽
出するツールとして活用していただきたいと思います。記
載事項をリスト化してチェックしていくと、自由な発想が起
きにくくなり、CSRにとって大切な創造性が失われてしまい
ます。また、今後CSRの社内浸透を進めるためには、トップ
を含めた役員クラスと、第一線の従業員の双方を視野に浸
透策を練っていく必要があります。例えば当社の場合、役

不可欠です。次世代の省エネ社会づ
くりを含め、今後もITがもつ力をさ
まざまな分野で発揮して、持続可能
な社会の実現を支えていただきた
いと思います。また今後、海外市場
の開拓を進め、サプライチェーンが
広がるに連れて、事業上のチャンス
が増える一方リスクも高まります。人
権や労働など難しいテーマに直面す
ることもあると思いますが、ぜひ乗り
越えていただきたいと思います。

員会でISO26000に関する勉強会
を開催したり、社長とも個別に話し
合う時間を持つなどしました。また、
従業員に対しては、NPOや市民セク
ターなど、社会的課題の解決に取り
組んでいる方々とダイアログなどを
実施して「気付き」を促すようにして
います。こうした社内浸透を進めて
いただき、「ITを使って持続可能な社
会にどう貢献していくか」という議論
を深めていただきたいと思います。

株式会社 損害保険ジャパン 
理事 
CSR統括部長

当社が社会でより大きな責任を果たし
ていくためには、環境・エネルギー、少
子高齢化、医療、教育などの課題にIT
を活用して解決の指針を示していくこ
とが重要です。こうした認識は日立グ
ループ全体で共有する、ある種の価値
観でもあり、社会にイノベーションを
起こしていくことが当社および日立グループのミッション
であると理解しています。今後も日立グループのシナ
ジーを生かして、他社とのコラボレーションを通してより
良い社会の実現に貢献していきたいと思います。一方
で、グローバルなCSRの推進に関しては、まだ未着手の
事柄も少なくありません。ご指摘を踏まえてサプライ
チェーンや人権といった観点からのチェックを徹底してい
きたいと思います。

関 正雄 氏

株式会社 日本総合研究所 
理事
ESGリサーチセンター長

足達 英一郎 氏

取締役 常務執行役員
人事総務本部、人財教
育本部副本部長

藤井 宏豊　

吉田 憲弘

取締役 副社長執行役員
経営戦略統括本部長

小塚 潔 

CSR本部 
副本部長

佐伯 寿之

日立システムズの取り組むべきCSRについて
ダイアログを実施しました。
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当社は全国に300のサービス拠点を
もっており、それぞれの地域でお客さ
まに一番近い存在として、サービスを
ご提供しています。お客さまと十分な
コミュニケーションを図りニーズや課
題に応えることで、ご満足いただくこ
とが日々の業務の基本となります。
CSR活動を推進していくうえでは、顧
客満足の向上に止まらず、さまざまな
お客さまと接点をもつ当社の特徴を
生かして、社会・地球環境に目を向け

て幅広く課題解決に取り組んでいくことが重要だと思い
ます。視野を広くもち、一人ひとりが仕事を通じて、驚き
と感動をもたらす新たな価値を創造することを目指して
いきます。

CSR本部 
ブランド・CSR推進部長

 

当社は、2011年10月1日の
発足と同時に「人の持つ無限
の可能性と人間性を尊重し、
お客さまに一番近い存在とし
て、満足と感動をもたらす新
たな価値を創造する」「（これ
ら事業を通じて）真に豊かな
社会の実現に貢献する」という企業理念を発表
しました。当社のCSRの基本は、この企業理念を
実践することであり、全従業員に対して告知して
いるほか、研修などさまざまな機会を捉えて「真
に豊かな社会」について議論するよう努めてい
ます。また、企業理念の実践にあたっては、
「Human＊IT」という事業ブランドを意識して、
社内外のさまざまな人々とともに先進的なITを
駆使して価値を共創していくことが重要だと考
えています。

ISO26000を活用したCSRの課題の洗い出しやロードマッ
プ策定のプロセスについては大変誠実に、手順を踏んで
行っている印象を持ちました。ただ、ISO26000は、項目に
あまりとらわれ過ぎず、自社にとってより重要な活動を抽
出するツールとして活用していただきたいと思います。記
載事項をリスト化してチェックしていくと、自由な発想が起
きにくくなり、CSRにとって大切な創造性が失われてしまい
ます。また、今後CSRの社内浸透を進めるためには、トップ
を含めた役員クラスと、第一線の従業員の双方を視野に浸
透策を練っていく必要があります。例えば当社の場合、役

不可欠です。次世代の省エネ社会づ
くりを含め、今後もITがもつ力をさ
まざまな分野で発揮して、持続可能
な社会の実現を支えていただきた
いと思います。また今後、海外市場
の開拓を進め、サプライチェーンが
広がるに連れて、事業上のチャンス
が増える一方リスクも高まります。人
権や労働など難しいテーマに直面す
ることもあると思いますが、ぜひ乗り
越えていただきたいと思います。

員会でISO26000に関する勉強会
を開催したり、社長とも個別に話し
合う時間を持つなどしました。また、
従業員に対しては、NPOや市民セク
ターなど、社会的課題の解決に取り
組んでいる方々とダイアログなどを
実施して「気付き」を促すようにして
います。こうした社内浸透を進めて
いただき、「ITを使って持続可能な社
会にどう貢献していくか」という議論
を深めていただきたいと思います。

株式会社 損害保険ジャパン 
理事 
CSR統括部長

当社が社会でより大きな責任を果たし
ていくためには、環境・エネルギー、少
子高齢化、医療、教育などの課題にIT
を活用して解決の指針を示していくこ
とが重要です。こうした認識は日立グ
ループ全体で共有する、ある種の価値
観でもあり、社会にイノベーションを
起こしていくことが当社および日立グループのミッション
であると理解しています。今後も日立グループのシナ
ジーを生かして、他社とのコラボレーションを通してより
良い社会の実現に貢献していきたいと思います。一方
で、グローバルなCSRの推進に関しては、まだ未着手の
事柄も少なくありません。ご指摘を踏まえてサプライ
チェーンや人権といった観点からのチェックを徹底してい
きたいと思います。

関 正雄 氏

株式会社 日本総合研究所 
理事
ESGリサーチセンター長

足達 英一郎 氏

取締役 常務執行役員
人事総務本部、人財教
育本部副本部長

藤井 宏豊　

吉田 憲弘

取締役 副社長執行役員
経営戦略統括本部長

小塚 潔 

CSR本部 
副本部長

佐伯 寿之

日立システムズの取り組むべきCSRについて
ダイアログを実施しました。
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「ITがもつ力」を幅広い社会課題の解決に
生かしていくことが重要

事業のグローバル化において
求められる「人権」への一層の配慮

ダイバーシティを重視した
採用、教育に取り組む

さまざまなお客様との接点を
生かしてCSRを推進することが重要
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企業理念の実践
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※所属および役職名は、ダイアログ実施当時のものです。

ステークホルダーダイアログの全文はWebサイトをご覧ください
http://www.hitachi-systems.com/csr/2013/dialog/index.html
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荒牧 和幸

ネットワークサービス事業部
ネットワークソリューション
本部 第5部 技師

Voice ミッションクリティカルな社会インフラを支える
完成度の高いネットワーク構築に注力しています。

　スマートコミュニティのIT基盤は、24時間365日安定稼働が要求されるミッションクリティカルな社会イ
ンフラであり、車載機器などのフィールド機器から管理センターのサーバー群まで、人手を介さずに作動す
る機械同士を結ぶ“マシン・ツー・マシン”のネットワークでもあります。それだけに、今回のスペインとハワ
イの案件では、日立製作所はもとより現地の通信キャリアなどのプロジェクト参加企業と連携しながら入念
に仕様検討を進めるなど、完成度の高いネットワーク構築に力を注いでいます。今後も当社ならではの技
術とノウハウを生かして、世界のさまざまなインフラ構築プロジェクトに参加していきたいと思います。

データセンターのネットワーク設計・実装を受託

スペインで
現地キャリアとの確実な相互接続を目指して

ハワイで
ネットワーク仮想化技術を駆使

高信頼のネットワーク構築を通じて
次世代の電力・交通インフラの実現に貢献。

「海外スマートコミュニティ実証実験」を支える技術

将来の低炭素社会を担うインフラとして期待されるスマートコミュニティ。
日立システムズは、スペインとハワイで実証実験プロジェクトに参加している日立製作所の委託を受けて、
海外での通信システム構築プロジェクトを推進。
グローバルなITビジネスを通じて長年培ってきた技術・ノウハウを駆使して、
次世代の社会インフラを支える信頼性の高いネットワーク基盤の構築に力を注いでいます。

　環境・エネルギー問題が深刻化する中、近年、ITを活用して
省エネルギー推進や再生可能エネルギーの効率的な導入を
実現し、地域レベルで電力需給の最適化を図るスマートコ
ミュニティ※への注目が高まっています。独立行政法人 新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）では、この次世
代の社会インフラの実用化を目指して、現在、国内外で実証
プロジェクトを積極的に推進しています。
　その１つに、電力の自由化や再生可能エネルギーの大量導
入で先行するスペイン（アンダルシア州マラガ市）において、
2013年4月からスタートしたスマートコミュニティ実証事業
があります。これは、電気自動車（EV）の普及に不可欠な充電
ステーション網を、最先端のITを駆使して統合的に運用管理
するものです。一方、電力供給に占める再生可能エネルギー
の割合がすでに15％に達している米国ハワイ州マウイ島に
おいても、同じくEVを活用したNEDOのスマートグリッド実

※スマートコミュニティ：ITを活用して再生可能エネルギー導入や省エネル
ギーを最大限に追求し、快適な暮らしを実現する社会。また、電力だけでな
く、交通、通信、水道などの公共インフラについても環境負荷低減と安全性・
快適性を追求した社会。

証事業が、2013年度中の運用開始を目指してスタートして
います。
　日立システムズでは、この2つの実証事業の日本側コン
ソーシアムメンバーの1社である日立製作所から、プロポー
ザル方式によって両プロジェクトにおけるデータセンター内
のネットワーク構築を受託。ネットワーク構築には、現地の
キャリア間の通信仕様を擦り合わせながら接続部分のパラ
メーターをきめ細かくつくり込む必要がありますが、当社は
これまで海外の複数の通信キャリアと相互接続に取り組んで
きた経験と実績を生かして、次世代の交通・エネルギーイン
フラを支える堅牢かつ円滑なネットワーク基盤の構築に取り
組んでいます。

　スペイン・マラガ市の実証事業では、200台程度のEVを導入
するとともに、市内および郊外に合計9カ所の急速充電ステー
ションを開設し、ICカードを使って利用者認証・課金ができる合
計23口の充電器を配置します。これらのフィールド機器を集中
管理・運営するデータセンターが、EV管理センターです。実験で
は、充電ステーションの混雑情報や車載機器から集めた交通情
報などを基に最適な道路をナビゲーションするほか、運転者が
スマートフォンを使って最寄りの充電ステーションまでの距離を
検索できるサービスなどを提供します。これらサービスを提供
することで、EV利用者の利便性向上と充電ステーションの最適
活用を図り、急速充電設備の利用に伴う電力系統への影響緩和
を目指します。
　当社は、この実証事業においてITプラットフォームの設計・構
築を担当する日立製作所から、EV管理センターのローカル・エ
リア・ネットワーク（LAN）の設計・実装サポート業務を受託し、
2011年から業務を開始。2012年の夏から冬にかけて日本国
内にテスト環境を構築し、検証を繰り返してきました。そして
2013年2月、現地データセンターに各種ネットワーク機器を設
置してLANをセットアップ。各種フィールド機器を無線・有線で
つないでいるスペイン・テレフォニカ社の広域回線（WAN）と相
互接続し、4月から運用を開始。現在は、ネットワークとフィール
ド機器のさらなる安定性・信頼性向上に向けた業務に取り組ん
でいます。

　一方、ハワイ州マウイ島の実証実験でも、同じく充電ステー
ション網を構築するとともに、EV管理センターなどのITインフ
ラを整備します。当社は、このプロジェクトにおいてもスペイン
と同様、日立製作所からデータセンターのLAN構築を受託しま
した。
　本事業では、スペースの制約によってサーバーやネットワーク
機器の設置台数が限られていました。そこで、当社はデータセ
ンター設計で長年培ってきたネットワークの仮想化技術を駆使
して、1系統のハードウェア内に「EV管理」と「電力需給制御」の2
系統のLANを実装。限られたシステムリソースを有効活用しな
がら、信頼性の高いネットワークの構築を目指しています。また、
今後は、本実証実験の大きな目的の１つでもあるシステムの脆
弱性テストを実施していく計画です。
　当社では、これらの実証事業を通じて培った知見やノウハウ
を生かし、今後もスマートコミュニティをはじめとする次世代の
社会インフラ構築に貢献を果たしていきます。
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Voice ミッションクリティカルな社会インフラを支える
完成度の高いネットワーク構築に注力しています。

　スマートコミュニティのIT基盤は、24時間365日安定稼働が要求されるミッションクリティカルな社会イ
ンフラであり、車載機器などのフィールド機器から管理センターのサーバー群まで、人手を介さずに作動す
る機械同士を結ぶ“マシン・ツー・マシン”のネットワークでもあります。それだけに、今回のスペインとハワ
イの案件では、日立製作所はもとより現地の通信キャリアなどのプロジェクト参加企業と連携しながら入念
に仕様検討を進めるなど、完成度の高いネットワーク構築に力を注いでいます。今後も当社ならではの技
術とノウハウを生かして、世界のさまざまなインフラ構築プロジェクトに参加していきたいと思います。

データセンターのネットワーク設計・実装を受託
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次世代の電力・交通インフラの実現に貢献。

「海外スマートコミュニティ実証実験」を支える技術

将来の低炭素社会を担うインフラとして期待されるスマートコミュニティ。
日立システムズは、スペインとハワイで実証実験プロジェクトに参加している日立製作所の委託を受けて、
海外での通信システム構築プロジェクトを推進。
グローバルなITビジネスを通じて長年培ってきた技術・ノウハウを駆使して、
次世代の社会インフラを支える信頼性の高いネットワーク基盤の構築に力を注いでいます。

　環境・エネルギー問題が深刻化する中、近年、ITを活用して
省エネルギー推進や再生可能エネルギーの効率的な導入を
実現し、地域レベルで電力需給の最適化を図るスマートコ
ミュニティ※への注目が高まっています。独立行政法人 新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）では、この次世
代の社会インフラの実用化を目指して、現在、国内外で実証
プロジェクトを積極的に推進しています。
　その１つに、電力の自由化や再生可能エネルギーの大量導
入で先行するスペイン（アンダルシア州マラガ市）において、
2013年4月からスタートしたスマートコミュニティ実証事業
があります。これは、電気自動車（EV）の普及に不可欠な充電
ステーション網を、最先端のITを駆使して統合的に運用管理
するものです。一方、電力供給に占める再生可能エネルギー
の割合がすでに15％に達している米国ハワイ州マウイ島に
おいても、同じくEVを活用したNEDOのスマートグリッド実

※スマートコミュニティ：ITを活用して再生可能エネルギー導入や省エネル
ギーを最大限に追求し、快適な暮らしを実現する社会。また、電力だけでな
く、交通、通信、水道などの公共インフラについても環境負荷低減と安全性・
快適性を追求した社会。

証事業が、2013年度中の運用開始を目指してスタートして
います。
　日立システムズでは、この2つの実証事業の日本側コン
ソーシアムメンバーの1社である日立製作所から、プロポー
ザル方式によって両プロジェクトにおけるデータセンター内
のネットワーク構築を受託。ネットワーク構築には、現地の
キャリア間の通信仕様を擦り合わせながら接続部分のパラ
メーターをきめ細かくつくり込む必要がありますが、当社は
これまで海外の複数の通信キャリアと相互接続に取り組んで
きた経験と実績を生かして、次世代の交通・エネルギーイン
フラを支える堅牢かつ円滑なネットワーク基盤の構築に取り
組んでいます。

　スペイン・マラガ市の実証事業では、200台程度のEVを導入
するとともに、市内および郊外に合計9カ所の急速充電ステー
ションを開設し、ICカードを使って利用者認証・課金ができる合
計23口の充電器を配置します。これらのフィールド機器を集中
管理・運営するデータセンターが、EV管理センターです。実験で
は、充電ステーションの混雑情報や車載機器から集めた交通情
報などを基に最適な道路をナビゲーションするほか、運転者が
スマートフォンを使って最寄りの充電ステーションまでの距離を
検索できるサービスなどを提供します。これらサービスを提供
することで、EV利用者の利便性向上と充電ステーションの最適
活用を図り、急速充電設備の利用に伴う電力系統への影響緩和
を目指します。
　当社は、この実証事業においてITプラットフォームの設計・構
築を担当する日立製作所から、EV管理センターのローカル・エ
リア・ネットワーク（LAN）の設計・実装サポート業務を受託し、
2011年から業務を開始。2012年の夏から冬にかけて日本国
内にテスト環境を構築し、検証を繰り返してきました。そして
2013年2月、現地データセンターに各種ネットワーク機器を設
置してLANをセットアップ。各種フィールド機器を無線・有線で
つないでいるスペイン・テレフォニカ社の広域回線（WAN）と相
互接続し、4月から運用を開始。現在は、ネットワークとフィール
ド機器のさらなる安定性・信頼性向上に向けた業務に取り組ん
でいます。

　一方、ハワイ州マウイ島の実証実験でも、同じく充電ステー
ション網を構築するとともに、EV管理センターなどのITインフ
ラを整備します。当社は、このプロジェクトにおいてもスペイン
と同様、日立製作所からデータセンターのLAN構築を受託しま
した。
　本事業では、スペースの制約によってサーバーやネットワーク
機器の設置台数が限られていました。そこで、当社はデータセ
ンター設計で長年培ってきたネットワークの仮想化技術を駆使
して、1系統のハードウェア内に「EV管理」と「電力需給制御」の2
系統のLANを実装。限られたシステムリソースを有効活用しな
がら、信頼性の高いネットワークの構築を目指しています。また、
今後は、本実証実験の大きな目的の１つでもあるシステムの脆
弱性テストを実施していく計画です。
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スマートフォンやクラウドコンピューティングの普及を背景に、
企業の膨大なデータを蓄積・管理するデータセンターの役割が、より重要になっています。
また、社会インフラとしての活用が広まったことに伴い、
省電力やセキュリティ、BCP（事業継続計画）などへの対応もますます重視されています。
そうした中、日立システムズでは、データセンター設備を強化するとともに、「人間力」を結集して、
これら課題にアプローチ。顧客満足のさらなる向上を図っています。

　地球温暖化の進行やエネルギー資源の枯
渇に加え、東日本大震災以降の電力供給不
安を背景に、社会全体の省電力化が進んでい

ます。IT基盤の運用には、サーバー自体の電力
に加えて空調や照明など付帯設備の電力も必要になることか
ら、個々の企業に設置するのでなく、電力効率を高めたデータ
センターに集約することで、社会全体での電力消費を抑制する
ことが期待されています。
　こうした社会的役割を果たすために、データセンターには一
層の省電力化が求められています。当社では、2007年から「環
境データセンター構想」に取り組み、データセンターにおける

気流改善や熱対策技
術の適用とあわせ、
仮想化技術を利用す
ることで省電力化を
進めています。さらに近年では、高効率空調機器の採用や照明
のLED化などにより、さらなる省エネを実現するサービスを提
供しています。こうした取り組みによって、2010年度における
サーバー1台あたりの消費電力を2006年度比で30%削減し
ました。引き続き、2013年度までに20%の上積み削減目標を
立てて取り組みを推進しています。

　日立システムズは、2012年5月から、日立製作所およ
び日立グループ各社との協力のもと、データセンターや
サーバー室の設計・構築から機器設備の導入、ITの運用、
設備の監視・点検・保守までワンストップで提供するサー
ビス「Facility & IT Management Service」を提供して
います。
　このサービスは、データセンター事業者をはじめ、サー
バー室を自社で運用している企業、これからデータセン
ター事業を開始する企業、サーバー室を構築する企業を
支援するもので、立地調査から、建物の企画・設計、各種
設備機器の設置、施工、運用・保守、ITシステムの構築・運
用、評価、改修までをトータルにサポートするものです。

 

 

　企業経営や事業活動のIT依存度が高まる
中で、情報資産にかかわるリスクも高まって
おり、より高度なセキュリティの確保が社会全

体の課題となっています。当社は、創業以来、情
報資産の保護を目的とした情報管理体制の確立・徹底に努め、
個人情報保護法全面施行以前の2003年にプライバシーマー
ク認定を受けたほか、情報セキュリティマネジメントシステムの
国際規格であるISO/IEC27001の認証を取得するなど、情報
管理の信頼性を高めてきました。
　近年では、長年の実績に裏打ちされたノウハウを生かして、
データセンター全体の高セキュリティ化を推進しています。ID
カード認証と指静脈パターンによる生体認証を組み合わせた
入退室管理に加え、複数人の同時入室を防止する伴連れ検知
装置など、物理的セキュリティを強化。その一方で、不正アクセ
スを防止するファイヤウォールやアクセス監視、アクセスログ
解析など、先端技術によるネットワークセキュリティ強化にも取

り組んでいます。今後もセ
キュリティ技術を研究・導入
し、お客さまに安心してご
利用いただける環境整備
に努めます。

　東日本大震災
の発生以降、
データセンター

へのBCP拠点やDR
（災害復旧）拠点としてのニーズが
高まっています。
　当社では、データセンターの建
設にあたっては、震度7クラスの震
災にも耐えうる耐震構造を実現するほか、サーバーの振動対策
として免震床構造などを導入。また、停電対策として2系統/2回
線の受電設備を設けることとあわせ、UPS（無停電電源）や非常
用発電設備などを導入し、万一の際にも電力供給を維持しま
す。さらに、全国的なデータセンター網を生かし、お客さまの
データやIT基盤を相互にバックアップすることで被災リスクを分
散するなど、さまざまな視点から事業の継続性強化を支援して
います。

入退室管理を徹底したエントランス

非常用自家発電設備

設備の強化を通じて１Angle
日立システムズは、社会的課題の解決に寄与するため、データセンターの機能強化に努めています。

省電力

　当社は、創業時からデータセンターを軸にしたアウトソー
シングビジネスを展開。堅牢かつ高セキュリティなデータセ
ンターを全国8カ所に設置し、お客さまの事業活動を支える
IT基盤の管理・運用を担うことで、コストや労力の削減に寄与
してきました。
　近年、クラウドコンピューティングの進展によってデータセ
ンターの活用領域が増す中、省電力化やセキュリティ強化、
BCPなどへの対応力を高めることで、お客さまから、そして
社会から選ばれるデータセンター事業者を目指しています。
　また、2012年5月からは、データセンター事業を通じて
培ってきた技術・ノウハウや、日立グループ各社の製品・サー
ビスを活用し、お客さま拠点内でのデータセンター設計・構
築・運用をワンストップで支援する新サービス「Facility & IT 
Management Service」を提供しています。

Topics
データセンター設計・構築・運用サービス
「Facility & IT Management Service」の提供を開始

セキュリティ
強化

お客さまから、社会から、
選ばれるデータセンター事業者を目指して

Highlight Ⅱ

データセンター事業の社会的役割を見据え、
「設備」と「人」の両面から、確かな顧客満足を創出。

データセンター事業におけるCS向上

BCP
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り組んでいます。今後もセ
キュリティ技術を研究・導入
し、お客さまに安心してご
利用いただける環境整備
に努めます。

　東日本大震災
の発生以降、
データセンター

へのBCP拠点やDR
（災害復旧）拠点としてのニーズが
高まっています。
　当社では、データセンターの建
設にあたっては、震度7クラスの震
災にも耐えうる耐震構造を実現するほか、サーバーの振動対策
として免震床構造などを導入。また、停電対策として2系統/2回
線の受電設備を設けることとあわせ、UPS（無停電電源）や非常
用発電設備などを導入し、万一の際にも電力供給を維持しま
す。さらに、全国的なデータセンター網を生かし、お客さまの
データやIT基盤を相互にバックアップすることで被災リスクを分
散するなど、さまざまな視点から事業の継続性強化を支援して
います。

入退室管理を徹底したエントランス

非常用自家発電設備

設備の強化を通じて１Angle
日立システムズは、社会的課題の解決に寄与するため、データセンターの機能強化に努めています。

省電力

　当社は、創業時からデータセンターを軸にしたアウトソー
シングビジネスを展開。堅牢かつ高セキュリティなデータセ
ンターを全国8カ所に設置し、お客さまの事業活動を支える
IT基盤の管理・運用を担うことで、コストや労力の削減に寄与
してきました。
　近年、クラウドコンピューティングの進展によってデータセ
ンターの活用領域が増す中、省電力化やセキュリティ強化、
BCPなどへの対応力を高めることで、お客さまから、そして
社会から選ばれるデータセンター事業者を目指しています。
　また、2012年5月からは、データセンター事業を通じて
培ってきた技術・ノウハウや、日立グループ各社の製品・サー
ビスを活用し、お客さま拠点内でのデータセンター設計・構
築・運用をワンストップで支援する新サービス「Facility & IT 
Management Service」を提供しています。

Topics
データセンター設計・構築・運用サービス
「Facility & IT Management Service」の提供を開始

セキュリティ
強化

お客さまから、社会から、
選ばれるデータセンター事業者を目指して

Highlight Ⅱ

データセンター事業の社会的役割を見据え、
「設備」と「人」の両面から、確かな顧客満足を創出。

データセンター事業におけるCS向上

BCP
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緊密かつ丁寧なコミュニ
ケーションを通じて、お客
さまごとに異なる課題を理

解・共有し、将来の環境変化も
踏まえながら、適切なIT基盤アウト
ソーシングのあり方をご提案します。

日常的な点検・保守や、万
一の際の修理対応などを
通じて、お客さま業務に不

可欠なIT基盤の安定稼働を支
える一方、データセンター設備そのも
のの点検・保守も担っています。

当社のデータセンター事業の強
みの１つが、提供するサービス
の自由度の高さです。この強みを

発揮して、お客さまごとに最適なIT
基盤をオーダー
メイドで設計・構
築することを目
指します。

お客さまの事業活動を支えるIT基盤の安
定稼働を見守るとともに、日々の運用
データを基に

利用効率や稼働状
況などを把握・分析し、
より効率的な使い方の
提案につなげています。

 監
視・
運
用

設計・構築

点
検・保守

お客さま

日立システムズの
データセンター
24時間365日稼働

コン
サ
ル
ティ
ング

・業
務設計

　データセンターは、お客さまの事業活動を支えるIT基盤をお
預かりする施設であり、信頼性を高めるため、先端の設備を揃
えています。しかし、どれだけ設備を充実させたとしても、最後

に信頼性を支えるのは、やはり“人間力”。当社は、「Human＊
IT」の理念のもと、設備を強化すると同時に、それらを扱う人の
力を最大限に発揮することで、24時間365日の安定稼働を実
現し、お客さまの事業活動をしっかりと支えています。
　データセンターに対するニーズが高度化・多様化する中、お
客さまに満足いただけるサービスを提供するためには、コンサ
ルティングから設計・構築、監視・運用、点検・保守まで、各プロセ
スを担う従業員一人ひとりの“人間力”をさらに高め、結集する
必要があります。このため当社では、従業員一人ひとりが先端
技術の習得や国際的な資格取得に努める一方で、お客さまと
の、そして従業員間のコミュニケーションを重視しながら、日々
の業務に取り組んでいます。

私たちが提供するサービスは、お客さまの事業活動を
長期にわたって支えるもの。ですから設計・構築にあ
たってお客さまと対話する際には、「メリットだけでなく
デメリットも明確にする」「相手のIT知識に応じた分かり
やすい説明を心がける」など、誠実かつ丁寧な対応に努
めています。こうした努力を通じてお客さまとの信頼関
係を構築することが、より長いお付き合いに、そして次
なるご提案につながっていくのだと考えています。

三木 啓吉

アウトソーシングセンタ事業部
第一運用本部
サービス基盤システム部
技師

運用の現場で培った“感性”を
改善提案に生かしていく
監視・運用の現場は、IT基盤の状況を把握できる絶好の
場所。そこで培った感性を基に品質やコスト、パフォー
マンスの改善につなげていける
よう、月1回の稼働報告会などを
通じて、お客さまとの課題意識
の共有に努めています。また、改
善を実現するためには、設計・構
築や点検・保守など社内各部門
との連携も欠かせません。今後
もお客さまとの、そして社内と
のコミュニケーションを大切に
しながら、顧客満足のさらなる
向上に努めていきます。 新村 良介岩船 浩志

アウトソーシングセンタ
事業部 第一運用本部
湘南センタ業務運用部
主任技師

サーバーなどの点検・保守にあたって重視し
ているのが、“お客さまと向き合う姿勢”です。
例えばトラブルが発生した際、お客さまは一
刻も早い復旧を求めるのは当然として、「いつ
までに復旧できる」といった経過報告がなけ
れば不安を抱えてしまうもの。このため、修理
する機器だけに目を向けるのでなく、トラブル
の原因や復旧状況などを逐一お伝えするよう
心がけるなど、安心感や信頼感を高めるコ
ミュニケーションに努めています。

鈴木 寛徳

神奈川支社
サービス本部 
第二サービス部
湘南営業所

徳永 芳治

アウトソーシングセンタ
事業部
サービス企画・
運用技術開発本部
データセンタ設計部
主任技師

私たちの部署では、建物の内外装をはじめ、
電力や空調などのインフラ、耐震設備などの
構築・更新や保守・点検を通じて、データセン
ター自体の安定稼働や安全性を支えていま
す。データセンターへのニーズが時代ととも
に変化する中で、新たな規制や基準へのタイ
ムリーな対応はもちろん、お客さまの要望を
先取りできるよう、社会や環境の変化を常に
意識しながら、お客さまから信頼いただける
データセンターづくりを追求し続けます。

一言で「IT基盤のアウトソーシング」といっても、
お客さまのニーズは業種や業態、事業規模やIT依
存度などによって千差万別です。そこで、コンサ
ルティングにあたっては、お客さまがどのような
サービスを、どのようなレベルで求めているのか
を、きめ細かく把握するよう努めています。今後
も、経験を生かしてさまざまな角度からお客さま
の課題や言葉には表れないニーズをしっかりと把
握・想像しながら、お客さまの事業の成長に貢献
できるような魅力ある提案に努めていきます。

アウトソーシングセンタ
事業部 第一運用本部
湘南センタ業務運用部
技師

縁の下の力持ちとしての
“責任”と“誇り”を培う
監視・運用業務は、お客さまには見えないところでIT基
盤の安定稼働を支える、いわば“縁の下の力持ち”。直
接、お客さまから感謝の言葉を
いただく機会が少ないだけに、
いかに高いモチベーションを維
持するかが問われます。自分の
監視している機器にトラブルが
あれば、どれだけ多くのお客さ
まに影響を及ぼすかを常に認識
し続ける――そうした姿勢が仕
事に対する“責任”と“誇り”とな
り、顧客満足の向上につながっ
ていくのだと考えています。 中村 祐作

アウトソーシングセンタ
事業部 第一運用本部
サービス基盤システム部
技師

「人間力」を結集して2Angle
日立システムズでは、データセンター事業を担う従業員一人ひとりが、
常により高い顧客満足の創出を心がけています。

設計・構築

監視・運用

コンサル
ティング・
業務設計

点検・保守

データセンター事業におけるCS向上Highlight Ⅱ

千差万別なニーズを理解するための
コミュニケーション力が問われます

機器と向き合うのでなく、
お客さまと向き合う姿勢が大切

時代の変化を先取りしながら
データセンターの信頼性を高める

お客さまと長期にわたる
信頼関係を築くために
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デメリットも明確にする」「相手のIT知識に応じた分かり
やすい説明を心がける」など、誠実かつ丁寧な対応に努
めています。こうした努力を通じてお客さまとの信頼関
係を構築することが、より長いお付き合いに、そして次
なるご提案につながっていくのだと考えています。
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マンスの改善につなげていける
よう、月1回の稼働報告会などを
通じて、お客さまとの課題意識
の共有に努めています。また、改
善を実現するためには、設計・構
築や点検・保守など社内各部門
との連携も欠かせません。今後
もお客さまとの、そして社内と
のコミュニケーションを大切に
しながら、顧客満足のさらなる
向上に努めていきます。 新村 良介岩船 浩志
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サーバーなどの点検・保守にあたって重視し
ているのが、“お客さまと向き合う姿勢”です。
例えばトラブルが発生した際、お客さまは一
刻も早い復旧を求めるのは当然として、「いつ
までに復旧できる」といった経過報告がなけ
れば不安を抱えてしまうもの。このため、修理
する機器だけに目を向けるのでなく、トラブル
の原因や復旧状況などを逐一お伝えするよう
心がけるなど、安心感や信頼感を高めるコ
ミュニケーションに努めています。
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構築・更新や保守・点検を通じて、データセン
ター自体の安定稼働や安全性を支えていま
す。データセンターへのニーズが時代ととも
に変化する中で、新たな規制や基準へのタイ
ムリーな対応はもちろん、お客さまの要望を
先取りできるよう、社会や環境の変化を常に
意識しながら、お客さまから信頼いただける
データセンターづくりを追求し続けます。

一言で「IT基盤のアウトソーシング」といっても、
お客さまのニーズは業種や業態、事業規模やIT依
存度などによって千差万別です。そこで、コンサ
ルティングにあたっては、お客さまがどのような
サービスを、どのようなレベルで求めているのか
を、きめ細かく把握するよう努めています。今後
も、経験を生かしてさまざまな角度からお客さま
の課題や言葉には表れないニーズをしっかりと把
握・想像しながら、お客さまの事業の成長に貢献
できるような魅力ある提案に努めていきます。
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縁の下の力持ちとしての
“責任”と“誇り”を培う
監視・運用業務は、お客さまには見えないところでIT基
盤の安定稼働を支える、いわば“縁の下の力持ち”。直
接、お客さまから感謝の言葉を
いただく機会が少ないだけに、
いかに高いモチベーションを維
持するかが問われます。自分の
監視している機器にトラブルが
あれば、どれだけ多くのお客さ
まに影響を及ぼすかを常に認識
し続ける――そうした姿勢が仕
事に対する“責任”と“誇り”とな
り、顧客満足の向上につながっ
ていくのだと考えています。 中村 祐作
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ソーシングのあり方をご提案します。
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える一方、データセンター設備そのも
のの点検・保守も担っています。
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みの１つが、提供するサービス
の自由度の高さです。この強みを
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基盤をオーダー
メイドで設計・構
築することを目
指します。
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定稼働を見守るとともに、日々の運用
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況などを把握・分析し、
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震災復興支援プロジェクト
主任技師

東日本大震災を契機に開発を開始

ITを活用して「疲労大国・日本」という
新たな社会的課題の解決へ。

Voice 疲労評価の高精度化や新指標の策定など、
今後にも非常に期待しています。

　当社の自律神経測定器と日立システムズのデータセンター、クラウド技術が組み合わさ
ることにより、とてもすばらしいシステムができたと感じています。データセンターに蓄積
した検診データを解析することで、疲労評価の高精度化や新たな疲労評価の指標策定など
もできると考えており、今後にも非常に期待しています。

Voice より幅広い分野へ、より多くの人々に
普及させていくことが使命です。

　開発に際しては、被災地住民や自治体職員の方々の懸命な姿を思い浮かべながら、ス
ピードにこだわりました。幸い、既存のクラウドシステムのエンジンを利用することで、3カ月
弱という短期間でのリリースを実現することができました。今後は、測定の手軽さを生かし
て、子どもたちの精神疾患対策をはじめとした、より幅広い分野に普及させていくことが当
社の使命と考えています。

ITを活用して
疲労やストレスを早期に発見

被災地から抗疲労市場へ

経測定器に設けた左右の穴に人差し指を入れるだけで、心電
波と脈波をわずか2.5分（標準計測時間）で測定し、疲労度合を
解析・評価します。取得したデータはPCを経由して当社のクラ
ウドシステム上の「疲労解析サーバー」で解析、レポート生成さ
れ、すぐにPCに評価結果が送信されます。そのため、客観的な
疲労度合の測定や“疲労感なき疲労”の早期発見に大きく貢献
することができます。さらに、定期的に検診を受け、サーバーに
蓄積されたデータを活用することで、長期的な経過を見ながら
より正確なケア、サポートにつなげることができます。

　精神疾患に対する社会的な課題認識の広がりを踏まえ、現
在当社は、「疲労・ストレス検診システム」を被災地の自治体だけ

　「疲労・ストレス検診システム」の最大の特長は、疲労やストレ
スを客観的に、短時間で評価できる点にあります。従来型のス
トレスチェックは、主に問診による主観的評価によって行われる
ことから、“すでに自覚しているストレス”、あるいは“その原因と

思われる事柄”しか発見できず、“疲労感なき疲労”の評価の仕
方が問題視されてきました。“隠れ疲労”とも呼称される“疲労
感なき疲労”は、本人に自覚のない疲労であるため、これを原
因とする精神疾患が発病する前に適切なケアを行うことが難
しくなっています。
　この課題に対して、「疲労・ストレス検診システム」は、自律神

でなく、予防医療に力を注ぐ医療過疎地域の自治体や各地の
成人病センター、メンタルヘルスケアを強化する企業、より良
い生徒指導のあり方を模索する教育機関などに普及させてい
く取り組みを推進しています。
　また、「抗疲労」をコンセプトに事業展開しているサプリメント
メーカーなどでも効果を評価するツールとして注目されている
ほか、顧客サービスの一つとしてフィットネスクラブなどでも設
置の検討が進んでいます。
　今後は「疲労・ストレス検診システム」において、疲労の最大
の原因である睡眠覚醒リズムの測定機能追加に取り組んでい
くとともに、新たな市場展開を図ることで「疲労大国・日本」とい
う社会的課題の解決に貢献していきます。

心電波と脈波の両数値から自律神経の働き（バランスや強さ）を算出
し、そのデータを20歳から70歳までの男女約2,000人のデータか
ら導いた指標と照合することで疲労・ストレス傾向を数値化します。
セキュリティ保護が必要な個人データは、サーバーに送られた時点
でPCから削除される仕組みとなっています。

　成果・能率主義の拡大や就業・雇用形態の多様化など就労
環境の変化が著しい日本企業において、従業員が過労やスト
レスで心身の健康を損ねたり、うつ病を含むさまざまな精神
疾患を罹患するケースが増加しています。厚生労働省は
2011年、地域医療の基本方針となる医療計画に盛り込むべ
き疾病として指定した従来の4大疾病（がん、脳卒中、急性心
筋梗塞、糖尿病）に、新たに「精神疾患」を追加し、5大疾病とし
ました。「疲労大国・日本」は、我が国において重大・深刻化す
る新たな社会問題といえます。
 こうした中、ITを活用して社会的課題の解決を目指す日立シ
ステムズは、2005年に「疲労」の客観的な評価技術の開発を

目的として、医師を中心に設立された株式会社疲労科学研究
所および日立グループと連携し、疲労やストレスを早期発見
するシステムの開発に取り組んできました。
 その過程の2011年3月に東日本大震災が発生。当社は、被
災地域の復興に貢献するサービスを開発・提供する「震災復
興支援プロジェクト」を立ち上げるとともに、被災地の復旧・
復興に取り組む住民や自治体職員のメンタルヘルスケアが
中長期的な地域の復興に不可欠な力になると考え、2012年
12月に「疲労・ストレス検診システム」の開発に着手、翌年2月
に販売を開始しました。
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近年、日本社会では、職場や学校などさまざまな場所で疲労やストレスに伴う精神疾患に悩む人が増加しています。
こうした中、日立システムズは、東日本大震災によって長期にわたり
避難所や仮設住宅での暮らしを余儀なくされる方々への支援策として、ITを活用して疲労やストレスを早期に発見し、
素早いケアにつなげていく「疲労・ストレス検診システム」を開発。幅広いフィールドでの活用を開始しています。

「疲労・ストレス検診システム」の開発Highlight Ⅲ
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　成果・能率主義の拡大や就業・雇用形態の多様化など就労
環境の変化が著しい日本企業において、従業員が過労やスト
レスで心身の健康を損ねたり、うつ病を含むさまざまな精神
疾患を罹患するケースが増加しています。厚生労働省は
2011年、地域医療の基本方針となる医療計画に盛り込むべ
き疾病として指定した従来の4大疾病（がん、脳卒中、急性心
筋梗塞、糖尿病）に、新たに「精神疾患」を追加し、5大疾病とし
ました。「疲労大国・日本」は、我が国において重大・深刻化す
る新たな社会問題といえます。
 こうした中、ITを活用して社会的課題の解決を目指す日立シ
ステムズは、2005年に「疲労」の客観的な評価技術の開発を

目的として、医師を中心に設立された株式会社疲労科学研究
所および日立グループと連携し、疲労やストレスを早期発見
するシステムの開発に取り組んできました。
 その過程の2011年3月に東日本大震災が発生。当社は、被
災地域の復興に貢献するサービスを開発・提供する「震災復
興支援プロジェクト」を立ち上げるとともに、被災地の復旧・
復興に取り組む住民や自治体職員のメンタルヘルスケアが
中長期的な地域の復興に不可欠な力になると考え、2012年
12月に「疲労・ストレス検診システム」の開発に着手、翌年2月
に販売を開始しました。

自律神経測定器 計測結果画面

疲労・ストレス検診システム

検診
実施場所 管理部門

当社クラウド
疲労解析サーバー

疲労・ストレス測定 履歴検索・統計分析

● 生体データ解析
● 測定結果レポート生成
● 履歴保持

心電
波

脈波

データ参照

即座に
結果印刷
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近年、日本社会では、職場や学校などさまざまな場所で疲労やストレスに伴う精神疾患に悩む人が増加しています。
こうした中、日立システムズは、東日本大震災によって長期にわたり
避難所や仮設住宅での暮らしを余儀なくされる方々への支援策として、ITを活用して疲労やストレスを早期に発見し、
素早いケアにつなげていく「疲労・ストレス検診システム」を開発。幅広いフィールドでの活用を開始しています。

「疲労・ストレス検診システム」の開発Highlight Ⅲ
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倉恒 邦比古 氏

株式会社疲労科学研究所 
代表取締役

松原 孝之

東日本事業統括部 兼 
震災復興支援プロジェクト
主任技師

東日本大震災を契機に開発を開始

ITを活用して「疲労大国・日本」という
新たな社会的課題の解決へ。

Voice 疲労評価の高精度化や新指標の策定など、
今後にも非常に期待しています。
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宮城県石巻市雄勝町のおがつ店
こ屋街で開催されたイベントに
参加し、店舗運営などを支援。当
日は、雄勝硯の製造実演や地元
特産品・工芸品の販売など、さま
ざまなイベントが行われました。

神奈川県のボランティア団体「海
をつくる会」や雄勝湾漁協を支援
する会などと協力して宮城県石
巻市雄勝湾の海底清掃を実施。2
日間で合計約10トンのゴミを回
収しました。

追悼と復興の祈りを込めた花火
を同時に打ち上げるイベント
「LIGHT UP NIPPON おがつ花
火まつり」に協賛。当日は、地元ボ
ランティア団体のブースの運営
支援などを行いました。

被災地で生産された商品を取り
扱っているNPO団体をお招きし、
手づくりの食品や雑貨、東北の海
産物などを販売。売上金合計約
30万円は出展団体を通して被災
地支援活動に役立てられます。

東北支社の震災復興支援プロ
ジェクトのメンバーを中心にCSR
ワークショップを実施。社会基点
のITソリューションで東北の復興
に貢献することを目指し、新規ビ
ジネスの検討などを行いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第1回）

当社とNPO法人ITコーディネータ協会、中小企業支援SaaS利
用促進コンソーシアムは、福島県・宮城県・岩手県の中小規模
企業向けに、クラウドサービスを6カ月間無償で提供するキャ
ンペーンを実施しています。これにより、中小規模企業は企業
活動を迅速に再開できるほか、事業継続対策や事業拡大に役
立てることも可能です。

東北3県の中小規模企業に  
クラウドサービスの無償提供を開始 

「LIGHT UP NIPPON 
おがつ花火まつり」に協賛

社内販売会
「買って社会貢献！」を開催

第2回のCSRワークショップでは、
第1回で検討したアイデアをグ
ループごとに具体的なビジネス
プランに落とし込み、その成果を
発表し合いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第2回）

復興イベント
「おがつクラフトフェア」に参加

被災地の住民や自治体職員のメンタルヘルスケアを支援する
ために、クラウド型の「疲労・ストレス検診システム」を、疲労科
学研究所と共同で開発。このシステムは疲労科学研究所が開
発した自律神経測定器と当社が提供するクラウドサービスに
よって構成されており、受診者は容易に疲労・ストレスの度合を
確認できます。（→P19 Highlight Ⅲ）

自律神経測定器を活用したクラウド型の 
「疲労・ストレス検診システム」を発売

宮城県石巻市雄勝湾の
海底清掃を実施

 
 

 
※被災地復興支援に関する詳しい報告は、日立システムズのWebサイト内にある「災害復興支援」のページでご覧いただけます。

日立システムズの復興支援の考え方

義援金・物資に
よる支援

本業を通じた
支援

ボランティア（人）
による支援

短期　 中期 長期　

“人とITのチカラ”をコンセプトに
日立システムズならではの支援活動を展開。 継続的な復興支援に向けて

新規ビジネスを考える
ワークショップを開催

右ページ Close UP へ

右ページ Close UP へ

日立システムズでは、東日本大震災発生直後からグループの総力をあげ
てお客さまシステムの復旧に取り組んできたほか、義援金・物資などの提
供やボランティア従業員の派遣などによって被災地の復興を支援していま
す。また、2012年度からは本業を通じた社会貢献について従業員の意識
付けや実践を促すために、東北支社でCSRワークショップを開催しました。

2012年11月21日と2013年1月16日の2回にわたって
「被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップ」を開催。
東北支社の震災復興支援プロジェクトのメンバーが中心となって
東北の復興に貢献するITソリューションのあり方を検討しました。

2012年
5月27日 「防災・減災」「安心・安全」「産業の活性化」という 

３つのテーマでITソリューションを検討
　第1回のワークショップでは、CSRに対する従業員の理解
を促進し「本業を通じた被災地の復興支援」の意識付けを図
ることを目的に開催しました。冒頭では、社外有識者としてお
招きした宮城県議会の村上智行議員に「災害に強く安心して
暮らせるまちづくりとITの役割」というテーマでご講演いた
だき、被災地の現状やIT企業に求められる役割などをお話し
いただきました。
　その後、被災地の復興という社会的課題を基点として、「防
災・減災」「安心・安全な暮らし」「東北の産業の活性化」という
3つの切り口から本業であるITサービスを通じた解決策をグ
ループごとに検討。各グループでは、昨年実施した
「think311」に寄せられた学生のアイデアも参考にしなが
ら、「誰の」「どのような課
題を」「どのように解決する
か」といった点からブレー
ンストーミングを実施し、
表にまとめていきました。

フレームワークを使ってアイデアを深耕し
具体的なビジネスプランとして作成
　第1回のワークショップは“顧客ニーズ”のみを想定し、自
由な発想でアイデアを出し合ったのに対し、第2回のワーク
ショップはもう一段レベルアップし、必要なノウハウやリソー
ス、ビジネスとして成り立たせるコストと売上計画、経営理念
との関連性などを踏まえながら「なぜ日立システムズがそれ
をやるのか」を考えていきました。
　社外有識者としてお招きした株式会社日立ソリューションズ
東日本 地域復興貢献室長の庄司貞雄氏に同社の先進的な
復興支援活動についてご講演いただいた後、グループごと
に、ワークフレームを書いた模造紙を囲みながら「売り上げを
どう立てていくのか」「どのようなリソースが必要か」などをディ
スカッションしながら、ビジネスプランとして完成させていき、
最後にその成果を発表し合い
ました。参加者からは「従業員
一人ひとりの行動がCSRを形
作っていくものだと分かった」
などの声があり、有意義なワー
クショップとなりました。

参加者の

声

2012年
7月14、
15日

2012年
8月11日

2012年
11月21日

2013年
1月16日

2013年
2月26日

2013年
2月26日

2013年
3月8日

東北支社  営業本部
営業部
本間 綾子

ワークショップを通じて、「ITを用いて復興に
貢献する」という考え方から「社会の要請、
被災者のニーズ」という考え方にシフトし、実際に被災されたグ
ループメンバーから現地の状況や問題点を具体的にヒアリング
してアイデアをつくっていきました。一方、社会の課題を解決す
るためには、当社だけでなく、他社や他団体との連携が重要なた
め、今後はチームやグループの枠内にとどまらず、さまざまな協
業を通じて事業の展開を図りたいと思います。

株式会社日立ソリューションズ東日本
地域復興貢献室長
庄司 貞雄 氏

日立システムズの東北支社の従業員が、部
署や日常業務の枠を越え、東北の復興につ
ながる新規事業について真剣に議論する様子に感銘を受けまし
た。地域の復興のためには既存ビジネスを基盤としながらも、新
しい発想や未来を見据えた視点が必要となります。日立システ
ムズが保有するリソースを最大限に活用しながら、真に社会貢
献につながる活動を継続されることを、日立グループの地域企
業の一員として期待します。

従業員 社外有識者

Close UP

声

2012年度の東日本大震災の復旧・復興支援
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宮城県石巻市雄勝町のおがつ店
こ屋街で開催されたイベントに
参加し、店舗運営などを支援。当
日は、雄勝硯の製造実演や地元
特産品・工芸品の販売など、さま
ざまなイベントが行われました。

神奈川県のボランティア団体「海
をつくる会」や雄勝湾漁協を支援
する会などと協力して宮城県石
巻市雄勝湾の海底清掃を実施。2
日間で合計約10トンのゴミを回
収しました。

追悼と復興の祈りを込めた花火
を同時に打ち上げるイベント
「LIGHT UP NIPPON おがつ花
火まつり」に協賛。当日は、地元ボ
ランティア団体のブースの運営
支援などを行いました。

被災地で生産された商品を取り
扱っているNPO団体をお招きし、
手づくりの食品や雑貨、東北の海
産物などを販売。売上金合計約
30万円は出展団体を通して被災
地支援活動に役立てられます。

東北支社の震災復興支援プロ
ジェクトのメンバーを中心にCSR
ワークショップを実施。社会基点
のITソリューションで東北の復興
に貢献することを目指し、新規ビ
ジネスの検討などを行いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第1回）

当社とNPO法人ITコーディネータ協会、中小企業支援SaaS利
用促進コンソーシアムは、福島県・宮城県・岩手県の中小規模
企業向けに、クラウドサービスを6カ月間無償で提供するキャ
ンペーンを実施しています。これにより、中小規模企業は企業
活動を迅速に再開できるほか、事業継続対策や事業拡大に役
立てることも可能です。

東北3県の中小規模企業に  
クラウドサービスの無償提供を開始 

「LIGHT UP NIPPON 
おがつ花火まつり」に協賛

社内販売会
「買って社会貢献！」を開催

第2回のCSRワークショップでは、
第1回で検討したアイデアをグ
ループごとに具体的なビジネス
プランに落とし込み、その成果を
発表し合いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第2回）

復興イベント
「おがつクラフトフェア」に参加

被災地の住民や自治体職員のメンタルヘルスケアを支援する
ために、クラウド型の「疲労・ストレス検診システム」を、疲労科
学研究所と共同で開発。このシステムは疲労科学研究所が開
発した自律神経測定器と当社が提供するクラウドサービスに
よって構成されており、受診者は容易に疲労・ストレスの度合を
確認できます。（→P19 Highlight Ⅲ）

自律神経測定器を活用したクラウド型の 
「疲労・ストレス検診システム」を発売

宮城県石巻市雄勝湾の
海底清掃を実施

 
 

 
※被災地復興支援に関する詳しい報告は、日立システムズのWebサイト内にある「災害復興支援」のページでご覧いただけます。
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“人とITのチカラ”をコンセプトに
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ワークショップを開催
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日立システムズでは、東日本大震災発生直後からグループの総力をあげ
てお客さまシステムの復旧に取り組んできたほか、義援金・物資などの提
供やボランティア従業員の派遣などによって被災地の復興を支援していま
す。また、2012年度からは本業を通じた社会貢献について従業員の意識
付けや実践を促すために、東北支社でCSRワークショップを開催しました。

2012年11月21日と2013年1月16日の2回にわたって
「被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップ」を開催。
東北支社の震災復興支援プロジェクトのメンバーが中心となって
東北の復興に貢献するITソリューションのあり方を検討しました。

2012年
5月27日 「防災・減災」「安心・安全」「産業の活性化」という 

３つのテーマでITソリューションを検討
　第1回のワークショップでは、CSRに対する従業員の理解
を促進し「本業を通じた被災地の復興支援」の意識付けを図
ることを目的に開催しました。冒頭では、社外有識者としてお
招きした宮城県議会の村上智行議員に「災害に強く安心して
暮らせるまちづくりとITの役割」というテーマでご講演いた
だき、被災地の現状やIT企業に求められる役割などをお話し
いただきました。
　その後、被災地の復興という社会的課題を基点として、「防
災・減災」「安心・安全な暮らし」「東北の産業の活性化」という
3つの切り口から本業であるITサービスを通じた解決策をグ
ループごとに検討。各グループでは、昨年実施した
「think311」に寄せられた学生のアイデアも参考にしなが
ら、「誰の」「どのような課
題を」「どのように解決する
か」といった点からブレー
ンストーミングを実施し、
表にまとめていきました。

フレームワークを使ってアイデアを深耕し
具体的なビジネスプランとして作成
　第1回のワークショップは“顧客ニーズ”のみを想定し、自
由な発想でアイデアを出し合ったのに対し、第2回のワーク
ショップはもう一段レベルアップし、必要なノウハウやリソー
ス、ビジネスとして成り立たせるコストと売上計画、経営理念
との関連性などを踏まえながら「なぜ日立システムズがそれ
をやるのか」を考えていきました。
　社外有識者としてお招きした株式会社日立ソリューションズ
東日本 地域復興貢献室長の庄司貞雄氏に同社の先進的な
復興支援活動についてご講演いただいた後、グループごと
に、ワークフレームを書いた模造紙を囲みながら「売り上げを
どう立てていくのか」「どのようなリソースが必要か」などをディ
スカッションしながら、ビジネスプランとして完成させていき、
最後にその成果を発表し合い
ました。参加者からは「従業員
一人ひとりの行動がCSRを形
作っていくものだと分かった」
などの声があり、有意義なワー
クショップとなりました。
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本間 綾子

ワークショップを通じて、「ITを用いて復興に
貢献する」という考え方から「社会の要請、
被災者のニーズ」という考え方にシフトし、実際に被災されたグ
ループメンバーから現地の状況や問題点を具体的にヒアリング
してアイデアをつくっていきました。一方、社会の課題を解決す
るためには、当社だけでなく、他社や他団体との連携が重要なた
め、今後はチームやグループの枠内にとどまらず、さまざまな協
業を通じて事業の展開を図りたいと思います。

株式会社日立ソリューションズ東日本
地域復興貢献室長
庄司 貞雄 氏

日立システムズの東北支社の従業員が、部
署や日常業務の枠を越え、東北の復興につ
ながる新規事業について真剣に議論する様子に感銘を受けまし
た。地域の復興のためには既存ビジネスを基盤としながらも、新
しい発想や未来を見据えた視点が必要となります。日立システ
ムズが保有するリソースを最大限に活用しながら、真に社会貢
献につながる活動を継続されることを、日立グループの地域企
業の一員として期待します。

従業員 社外有識者
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2012年度の東日本大震災の復旧・復興支援
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宮城県石巻市雄勝町のおがつ店
こ屋街で開催されたイベントに
参加し、店舗運営などを支援。当
日は、雄勝硯の製造実演や地元
特産品・工芸品の販売など、さま
ざまなイベントが行われました。

神奈川県のボランティア団体「海
をつくる会」や雄勝湾漁協を支援
する会などと協力して宮城県石
巻市雄勝湾の海底清掃を実施。2
日間で合計約10トンのゴミを回
収しました。

追悼と復興の祈りを込めた花火
を同時に打ち上げるイベント
「LIGHT UP NIPPON おがつ花
火まつり」に協賛。当日は、地元ボ
ランティア団体のブースの運営
支援などを行いました。

被災地で生産された商品を取り
扱っているNPO団体をお招きし、
手づくりの食品や雑貨、東北の海
産物などを販売。売上金合計約
30万円は出展団体を通して被災
地支援活動に役立てられます。

東北支社の震災復興支援プロ
ジェクトのメンバーを中心にCSR
ワークショップを実施。社会基点
のITソリューションで東北の復興
に貢献することを目指し、新規ビ
ジネスの検討などを行いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第1回）

当社とNPO法人ITコーディネータ協会、中小企業支援SaaS利
用促進コンソーシアムは、福島県・宮城県・岩手県の中小規模
企業向けに、クラウドサービスを6カ月間無償で提供するキャ
ンペーンを実施しています。これにより、中小規模企業は企業
活動を迅速に再開できるほか、事業継続対策や事業拡大に役
立てることも可能です。

東北3県の中小規模企業に  
クラウドサービスの無償提供を開始 

「LIGHT UP NIPPON 
おがつ花火まつり」に協賛

社内販売会
「買って社会貢献！」を開催

第2回のCSRワークショップでは、
第1回で検討したアイデアをグ
ループごとに具体的なビジネス
プランに落とし込み、その成果を
発表し合いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第2回）

復興イベント
「おがつクラフトフェア」に参加

被災地の住民や自治体職員のメンタルヘルスケアを支援する
ために、クラウド型の「疲労・ストレス検診システム」を、疲労科
学研究所と共同で開発。このシステムは疲労科学研究所が開
発した自律神経測定器と当社が提供するクラウドサービスに
よって構成されており、受診者は容易に疲労・ストレスの度合を
確認できます。（→P19 Highlight Ⅲ）

自律神経測定器を活用したクラウド型の 
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　第1回のワークショップでは、CSRに対する従業員の理解
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日は、雄勝硯の製造実演や地元
特産品・工芸品の販売など、さま
ざまなイベントが行われました。
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する会などと協力して宮城県石
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収しました。
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を同時に打ち上げるイベント
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火まつり」に協賛。当日は、地元ボ
ランティア団体のブースの運営
支援などを行いました。

被災地で生産された商品を取り
扱っているNPO団体をお招きし、
手づくりの食品や雑貨、東北の海
産物などを販売。売上金合計約
30万円は出展団体を通して被災
地支援活動に役立てられます。

東北支社の震災復興支援プロ
ジェクトのメンバーを中心にCSR
ワークショップを実施。社会基点
のITソリューションで東北の復興
に貢献することを目指し、新規ビ
ジネスの検討などを行いました。

被災地復興のための新規ビジネスを考える 
CSRワークショップを開催（第1回）

当社とNPO法人ITコーディネータ協会、中小企業支援SaaS利
用促進コンソーシアムは、福島県・宮城県・岩手県の中小規模
企業向けに、クラウドサービスを6カ月間無償で提供するキャ
ンペーンを実施しています。これにより、中小規模企業は企業
活動を迅速に再開できるほか、事業継続対策や事業拡大に役
立てることも可能です。

東北3県の中小規模企業に  
クラウドサービスの無償提供を開始 
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社内販売会
「買って社会貢献！」を開催

第2回のCSRワークショップでは、
第1回で検討したアイデアをグ
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プランに落とし込み、その成果を
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被災地の住民や自治体職員のメンタルヘルスケアを支援する
ために、クラウド型の「疲労・ストレス検診システム」を、疲労科
学研究所と共同で開発。このシステムは疲労科学研究所が開
発した自律神経測定器と当社が提供するクラウドサービスに
よって構成されており、受診者は容易に疲労・ストレスの度合を
確認できます。（→P19 Highlight Ⅲ）

自律神経測定器を活用したクラウド型の 
「疲労・ストレス検診システム」を発売

宮城県石巻市雄勝湾の
海底清掃を実施

 
 

 
※被災地復興支援に関する詳しい報告は、日立システムズのWebサイト内にある「災害復興支援」のページでご覧いただけます。

日立システムズの復興支援の考え方

義援金・物資に
よる支援

本業を通じた
支援

ボランティア（人）
による支援

短期　 中期 長期　

“人とITのチカラ”をコンセプトに
日立システムズならではの支援活動を展開。 継続的な復興支援に向けて

新規ビジネスを考える
ワークショップを開催

右ページ Close UP へ

右ページ Close UP へ

日立システムズでは、東日本大震災発生直後からグループの総力をあげ
てお客さまシステムの復旧に取り組んできたほか、義援金・物資などの提
供やボランティア従業員の派遣などによって被災地の復興を支援していま
す。また、2012年度からは本業を通じた社会貢献について従業員の意識
付けや実践を促すために、東北支社でCSRワークショップを開催しました。

2012年11月21日と2013年1月16日の2回にわたって
「被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップ」を開催。
東北支社の震災復興支援プロジェクトのメンバーが中心となって
東北の復興に貢献するITソリューションのあり方を検討しました。

2012年
5月27日 「防災・減災」「安心・安全」「産業の活性化」という 

３つのテーマでITソリューションを検討
　第1回のワークショップでは、CSRに対する従業員の理解
を促進し「本業を通じた被災地の復興支援」の意識付けを図
ることを目的に開催しました。冒頭では、社外有識者としてお
招きした宮城県議会の村上智行議員に「災害に強く安心して
暮らせるまちづくりとITの役割」というテーマでご講演いた
だき、被災地の現状やIT企業に求められる役割などをお話し
いただきました。
　その後、被災地の復興という社会的課題を基点として、「防
災・減災」「安心・安全な暮らし」「東北の産業の活性化」という
3つの切り口から本業であるITサービスを通じた解決策をグ
ループごとに検討。各グループでは、昨年実施した
「think311」に寄せられた学生のアイデアも参考にしなが
ら、「誰の」「どのような課
題を」「どのように解決する
か」といった点からブレー
ンストーミングを実施し、
表にまとめていきました。

フレームワークを使ってアイデアを深耕し
具体的なビジネスプランとして作成
　第1回のワークショップは“顧客ニーズ”のみを想定し、自
由な発想でアイデアを出し合ったのに対し、第2回のワーク
ショップはもう一段レベルアップし、必要なノウハウやリソー
ス、ビジネスとして成り立たせるコストと売上計画、経営理念
との関連性などを踏まえながら「なぜ日立システムズがそれ
をやるのか」を考えていきました。
　社外有識者としてお招きした株式会社日立ソリューションズ
東日本 地域復興貢献室長の庄司貞雄氏に同社の先進的な
復興支援活動についてご講演いただいた後、グループごと
に、ワークフレームを書いた模造紙を囲みながら「売り上げを
どう立てていくのか」「どのようなリソースが必要か」などをディ
スカッションしながら、ビジネスプランとして完成させていき、
最後にその成果を発表し合い
ました。参加者からは「従業員
一人ひとりの行動がCSRを形
作っていくものだと分かった」
などの声があり、有意義なワー
クショップとなりました。

参加者の

声

2012年
7月14、
15日

2012年
8月11日

2012年
11月21日

2013年
1月16日

2013年
2月26日

2013年
2月26日

2013年
3月8日

東北支社  営業本部
営業部
本間 綾子

ワークショップを通じて、「ITを用いて復興に
貢献する」という考え方から「社会の要請、
被災者のニーズ」という考え方にシフトし、実際に被災されたグ
ループメンバーから現地の状況や問題点を具体的にヒアリング
してアイデアをつくっていきました。一方、社会の課題を解決す
るためには、当社だけでなく、他社や他団体との連携が重要なた
め、今後はチームやグループの枠内にとどまらず、さまざまな協
業を通じて事業の展開を図りたいと思います。

株式会社日立ソリューションズ東日本
地域復興貢献室長
庄司 貞雄 氏

日立システムズの東北支社の従業員が、部
署や日常業務の枠を越え、東北の復興につ
ながる新規事業について真剣に議論する様子に感銘を受けまし
た。地域の復興のためには既存ビジネスを基盤としながらも、新
しい発想や未来を見据えた視点が必要となります。日立システ
ムズが保有するリソースを最大限に活用しながら、真に社会貢
献につながる活動を継続されることを、日立グループの地域企
業の一員として期待します。

従業員 社外有識者

Close UP

声

2012年度の東日本大震災の復旧・復興支援
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主な実施項目と目標・計画

ステーク
ホルダー

お客さま

従業員

お取引先

地域・社会

環境

コンプライ
アンス・
ガバナンス

方針2　　
事業活動を通じた
社会への貢献

方針7　
働き易い職場作り

方針8　
ビジネスパートナーとの
社会的責任意識の共有化

方針2　
事業活動を通じた社会
への貢献

方針5　　
環境保全活動の推進

方針4　
企業倫理と人権の尊重

方針6　
社会貢献活動の推進

消費者
課題

人権
労働慣行

公正な
事業慣行

コミュニティ
への参画
および
コミュニティ
の発展

環境

公正な
事業慣行

CS向上

人財の育成

人権問題への対応 人権啓発活動の推進

CSR調達に対する意識向上

グループ企業のCSR意識向上

当社らしいCSR活動
（本業とCSRの融合）の拡大

コミュニティ・NPO/NGOとの連携
による地域・社会貢献活動の拡大
環境適合製品の拡大
「あんしんの森」の継続運営

各種環境ボランティア活動の推進

環境マネジメントシステムの
充実

環境活動レベルの向上

コンプライアンスマネジメント
の徹底

情報セキュリティ強化

グループ会社のコンプライ
アンスレベルアップ

評価対象製品の選定とアセスメントの実施
生態系保全と環境ボランティア活動のフラグシップ活動として位置付け、社内にＰＲ
清掃活動の参加人数の増加、
自治体などのグリーン活動への参加

グループ全体で統合認証の取得
自社およびグループ会社の環境法令遵守を支援
ＥＭＳ（Environmental Management System）への統合に向けた準備
日立グループ共通の評価システムの目標をクリア
監査項目の見直し・拡充と監査等の実施
談合・贈収賄・汚職などの教育徹底
輸出管理体制の強化
サイバーセキュリティの整備強化

アンケートや監査を実施

海外調達の体制整備

調達関連業務向けの遵法教育
日立グループの管理ノウハウの調査
中国・東南アジアの現地ベンダー情報収集
調達方針の周知徹底

社会課題解決型ソリューションの発掘と啓発

海外の情報収集

地域ごとの活動継続　

情報セキュリティ事故撲滅施策の強力推進

労働環境改善

従業員満足度（ES）向上

ダイバーシティ・
マネジメントの推進

品質向上

従業員のCSマインドの向上

CS推進モデルの構築
独自アンケートの整理/統合によるCS評価とマーケティング活動
パッケージの品質改善
運用事故防止のために稼働維持フェーズを改善
事故分析力向上と再発防止策実査による定着

基本動作不遵守による保守作業起因事故の撲滅

CS意識の浸透・定着
お褒めの言葉の共有によるCSマインドとESの向上、
お客さまからの「褒められ事例」を全社員で共有

若手社員・職種別営業、ＳＥ、ＡＣＥ/ＦＳＥ教育の実施

ワークライフバランス施策の利用促進

社内コミュニケーションの推進

グローバル人財育成教育の実施

保健師体制の強化、
メンタルヘルス対策の推進による罹病率の低減

女性活用施策推進の継続
外国人活用施策推進の継続
グローバル教育の実施
仕事や会社生活に関する従業員の意識調査の実施
長時間労働の改善

日立グループ
CSR活動取り組み方針

ISO
26000 課題 計画 実績 評価 目標

2012年度 2013年度

全社ＣＳ向上会議の立ち上げ、「品質」「商品力」「提案力」のワーキンググループを設立
第１回の「日立システムズ お客さまアンケート」を実施（配布928社、回収850社、回収率91.6%）
「品質マップ」の活用による品質改善
「導入フェーズゲート」を作成
QF（Quality First)マインド向上およびe-ラーニング活用による事故再発防止
基本動作・手順遵守の意味や目的の理解定着活動、
ワーキンググループ立ち上げによる基本動作・手順の改善（作業ミス起因事故は0.3件/月）
社員のUX（User Experience）とCS意識の浸透・定着から「UXミーティング」を実施（2回開催130名参加）

社内イントラに情報を掲載

ＣＳ推進モデルの理解推進、日立システムズの
アンケートを実施（配布1,000社、回収率90%）

運用におけるＳＥ起因事故の防止
パッケージ品質のさらなる向上

保守サービスの品質向上

「落穂拾い」教育による事故分析力向上と再発防止策実査による定着の継続

ＣＳ意識の啓発活動推進

若手社員、職種別育成施策拡充（モノづくり実習導入、
研論の再構築、営業教育の新体系、SE質的向上など）
グローバル人財の育成施策拡充（グローバルリーダー選抜教育など）
女性活用施策の推進を継続、女性社員の意識向上施策の展開
外国人活用施策推進の継続（新卒採用の約10%）
グローバル・ボトムアップ施策拡充
従業員アンケートの継続

人権啓発活動の推進継続

オフショア先の現状把握

連絡会での議論などを通したノウハウの共有

環境ボランティア活動の推進継続

EMSの充実と環境コンプライアンスの強化

目標グリーンポイントのクリア（目標値565GP）

グローバルコンプライアンス体制の確立

輸出管理意識の定着を目的とした教育、監査の実施

グループ会社の規則類の管理精度の向上

地方自治体、NPO/NGOと連携した取り組みの拡大

アセスメントの拡大実施（目標：売上高比率65％）
「あんしんの森」の活動内容ブラッシュアップ

★★★
★★★
★★
★★★
★★★

★★★

★★★

★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★★
★★

★★★

★★★
★★★
★★★

★★★

★★★
★★★

★★★
★★★
★★★
★★★
★★★

★★

★★★

★★★

★★★

★★

★★★

★★★

★★★

★★★

★★★

★★★

★★

委託検収責任者を中心に実施
日立グループとの情報交換の実施
現地調達の拡大、日立グループとの連携
日立システムズグループの調達連絡会の実施

福祉における社会的な課題を基点にITソリューションを考えるCSRワークショップを開催
被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップを開催
人権・労働慣行の海外事例を収集
社会貢献推進方針の策定
社会貢献活動の判断基準の作成
アセスメントの実施(コンタクトセンタサービスを登録)
5月：通路整備（7名）、7月：自然観察・木工教室（113名）、12月：クリスマスリースづくり（84名)
事務所周りの清掃、ビーチクリーン、河川敷の清掃活動実施、日立製作所や自治体などのクリーン活動に参加
（計1,944名参加）

日立システムズグループ7社で統合認証を取得
内部監査時に、自社およびグループ会社への廃掃法関連支援実施
日立製作所情報・通信システム社のＥＭＳの統合に向けてのマニュアル整備、内部監査受査
目標グリーンポイント（ＧＰ）のクリア（目標値475GPに対し、552GP）
営業コンプライアンス監査の実施
日立システムズグループの全営業部署を対象に実施（245部置：受講率100％）
輸出管理新体制、新運用の定着と運営管理者などへの教育の実施
標的型攻撃メール訓練を実施（21,593名が参加）
HIPLUS教育 18,938名（受講率:100%）、PMS(個人情報保護)情報資産管理者教育470名/360名（131%）、自己監査(情報セキュ
リティ/個人情報)（360部署:100%）、監査(個人情報)（360部署:100%）、個人PC点検 20,432名、社内広報･注意喚起（5回/年）

グループ会社連絡会議（1回/3カ月）での状況の共有を実施し、あわせて改善点をフォロー

営業教育体系見直し、SE/CE提案力・コンサル力強化、スキル拡大教育を実施（のべ4,650名受講）
新人～5年目、各年次の職種別・職種共通各教育を計画どおり実施（のべ1,425名受講）
新人・若手・中堅層を主体とする国内・海外研修、スキル・マインドのボトムアップ教育を推進（のべ2,609名受講）
事業部代表からなる「カウンシル」を設立・運用
2013年新卒採用のうち、18名（9%）が外国籍
新人からマネジメント層まで、各階層に対するグローバル講座、実務リテラシー教育を実施（のべ2,452名受講）
従業員アンケートを実施（回答率82.9％）、対策検討および施策の公開
平均年休行使日数：13.43日、時間外労働実績：28.9時間/人月

方針1　
企業活動としての
社会的責任の自覚

方針3　
情報開示とコミュニケーション

組織統治

従業員のCSR意識向上

CSR活動の基盤確立

戦略的広報・情報発信

本業とCSRのつながりを認識させる浸透策の実施

CSR中期計画とマテリアリティの策定

社外Webサイトを利用したＣＳＲ情報発信
社内向け情報発信の強化

対話型コミュニケ－ションの整備

ステークホルダー・ダイアログ継続開催
「動画でわかるCSR活動」を作成し、社内外に展開
社内報に「事業を通じた社会への貢献」事例集掲載

ＣＳＲ３カ年ロードマップとマテリアリティを
活用したＣＳＲ活動の継続

ＣＳＲを広く理解するためにＣＳＲワールドカフェを開催
ＣＳＲ推進交流会メンバーを中心に「CSR３カ年ロードマップ」を策定
お客さまやお取引先などにアンケートを実施し「マテリアリティ」を策定
ステークホルダーダイアログ開催
社外公式WebサイトのCSRページを一新
社内報に「イマドキ！サステナビリティ」を連載したほか、CSR・社会貢献活動・環境活動の情報を掲載

介護休職：7名/年、介護短時間勤務：3名、育児休職：158名/年(内男性4名）、
育児短時間勤務：295名/年(内男性4名）
大崎地区ファミリーデイの実施（約100名参加）、労使共催の全社イベント実施（約7,500名参加）
保健師体制強化（17名体制）
健康管理講演会、メンタルヘルス研修の開催、罹病率0.89％
HIPLUS教育、管理職人権研修（3月末86% 2013年度上期100%予定）
当社としてリスクの高い人権・労働慣行について、ISO26000による活動の棚卸しと課題抽出、人権勉強会の実施

さらなる長時間労働の改善を実施、ワークライフバラン
ス施策利用促進継続、社内コミュニケーションの推進継
続、長残健診の受診徹底、罹病率の低減、各種健康診断
100％受診の徹底と有所見者のフォロー強化。
また、これらを通じて、従業員が働くことに喜びを感じ、
前向きに業務に向き合うことができるよう、職場の雰囲
気の変革を図る

新たなサイバーセキュリティ対策/ヒューマンエラー撲滅に
向けた有効な施策の実施と、日立システムズグループ内周
知徹底

社会課題解決型ソリューション提案の喚起
（事業提案の要件への社会貢献視点の織り込み）
オフショア先での情報収集とCSR理解促進

★★★ 目標達成　★★ 目標一部達成　★ 目標未達成

全社員へのCSR調達教育内容検討・整理、教材作成

★★★

日立システムズグループは、日立グループCSR活動取り組み方針に基づき、テーマごとの目標・計画を設定し、
PDCA（計画・実行・評価・改善）のサイクルを回してCSR活動を推進しています。
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主な実施項目と目標・計画

ステーク
ホルダー

お客さま

従業員

お取引先

地域・社会

環境

コンプライ
アンス・
ガバナンス

方針2　　
事業活動を通じた
社会への貢献

方針7　
働き易い職場作り

方針8　
ビジネスパートナーとの
社会的責任意識の共有化

方針2　
事業活動を通じた社会
への貢献

方針5　　
環境保全活動の推進

方針4　
企業倫理と人権の尊重

方針6　
社会貢献活動の推進

消費者
課題

人権
労働慣行

公正な
事業慣行

コミュニティ
への参画
および
コミュニティ
の発展

環境

公正な
事業慣行

CS向上

人財の育成

人権問題への対応 人権啓発活動の推進

CSR調達に対する意識向上

グループ企業のCSR意識向上

当社らしいCSR活動
（本業とCSRの融合）の拡大

コミュニティ・NPO/NGOとの連携
による地域・社会貢献活動の拡大
環境適合製品の拡大
「あんしんの森」の継続運営

各種環境ボランティア活動の推進

環境マネジメントシステムの
充実

環境活動レベルの向上

コンプライアンスマネジメント
の徹底

情報セキュリティ強化

グループ会社のコンプライ
アンスレベルアップ

評価対象製品の選定とアセスメントの実施
生態系保全と環境ボランティア活動のフラグシップ活動として位置付け、社内にＰＲ
清掃活動の参加人数の増加、
自治体などのグリーン活動への参加

グループ全体で統合認証の取得
自社およびグループ会社の環境法令遵守を支援
ＥＭＳ（Environmental Management System）への統合に向けた準備
日立グループ共通の評価システムの目標をクリア
監査項目の見直し・拡充と監査等の実施
談合・贈収賄・汚職などの教育徹底
輸出管理体制の強化
サイバーセキュリティの整備強化

アンケートや監査を実施

海外調達の体制整備

調達関連業務向けの遵法教育
日立グループの管理ノウハウの調査
中国・東南アジアの現地ベンダー情報収集
調達方針の周知徹底

社会課題解決型ソリューションの発掘と啓発

海外の情報収集

地域ごとの活動継続　

情報セキュリティ事故撲滅施策の強力推進

労働環境改善

従業員満足度（ES）向上

ダイバーシティ・
マネジメントの推進

品質向上

従業員のCSマインドの向上

CS推進モデルの構築
独自アンケートの整理/統合によるCS評価とマーケティング活動
パッケージの品質改善
運用事故防止のために稼働維持フェーズを改善
事故分析力向上と再発防止策実査による定着

基本動作不遵守による保守作業起因事故の撲滅

CS意識の浸透・定着
お褒めの言葉の共有によるCSマインドとESの向上、
お客さまからの「褒められ事例」を全社員で共有

若手社員・職種別営業、ＳＥ、ＡＣＥ/ＦＳＥ教育の実施

ワークライフバランス施策の利用促進

社内コミュニケーションの推進

グローバル人財育成教育の実施

保健師体制の強化、
メンタルヘルス対策の推進による罹病率の低減

女性活用施策推進の継続
外国人活用施策推進の継続
グローバル教育の実施
仕事や会社生活に関する従業員の意識調査の実施
長時間労働の改善

日立グループ
CSR活動取り組み方針

ISO
26000 課題 計画 実績 評価 目標

2012年度 2013年度

全社ＣＳ向上会議の立ち上げ、「品質」「商品力」「提案力」のワーキンググループを設立
第１回の「日立システムズ お客さまアンケート」を実施（配布928社、回収850社、回収率91.6%）
「品質マップ」の活用による品質改善
「導入フェーズゲート」を作成
QF（Quality First)マインド向上およびe-ラーニング活用による事故再発防止
基本動作・手順遵守の意味や目的の理解定着活動、
ワーキンググループ立ち上げによる基本動作・手順の改善（作業ミス起因事故は0.3件/月）
社員のUX（User Experience）とCS意識の浸透・定着から「UXミーティング」を実施（2回開催130名参加）

社内イントラに情報を掲載

ＣＳ推進モデルの理解推進、日立システムズの
アンケートを実施（配布1,000社、回収率90%）

運用におけるＳＥ起因事故の防止
パッケージ品質のさらなる向上

保守サービスの品質向上

「落穂拾い」教育による事故分析力向上と再発防止策実査による定着の継続

ＣＳ意識の啓発活動推進

若手社員、職種別育成施策拡充（モノづくり実習導入、
研論の再構築、営業教育の新体系、SE質的向上など）
グローバル人財の育成施策拡充（グローバルリーダー選抜教育など）
女性活用施策の推進を継続、女性社員の意識向上施策の展開
外国人活用施策推進の継続（新卒採用の約10%）
グローバル・ボトムアップ施策拡充
従業員アンケートの継続

人権啓発活動の推進継続

オフショア先の現状把握

連絡会での議論などを通したノウハウの共有

環境ボランティア活動の推進継続

EMSの充実と環境コンプライアンスの強化

目標グリーンポイントのクリア（目標値565GP）

グローバルコンプライアンス体制の確立

輸出管理意識の定着を目的とした教育、監査の実施

グループ会社の規則類の管理精度の向上

地方自治体、NPO/NGOと連携した取り組みの拡大

アセスメントの拡大実施（目標：売上高比率65％）
「あんしんの森」の活動内容ブラッシュアップ
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★★★
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★★★

★★
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★★★

★★★

★★★

★★

委託検収責任者を中心に実施
日立グループとの情報交換の実施
現地調達の拡大、日立グループとの連携
日立システムズグループの調達連絡会の実施

福祉における社会的な課題を基点にITソリューションを考えるCSRワークショップを開催
被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップを開催
人権・労働慣行の海外事例を収集
社会貢献推進方針の策定
社会貢献活動の判断基準の作成
アセスメントの実施(コンタクトセンタサービスを登録)
5月：通路整備（7名）、7月：自然観察・木工教室（113名）、12月：クリスマスリースづくり（84名)
事務所周りの清掃、ビーチクリーン、河川敷の清掃活動実施、日立製作所や自治体などのクリーン活動に参加
（計1,944名参加）

日立システムズグループ7社で統合認証を取得
内部監査時に、自社およびグループ会社への廃掃法関連支援実施
日立製作所情報・通信システム社のＥＭＳの統合に向けてのマニュアル整備、内部監査受査
目標グリーンポイント（ＧＰ）のクリア（目標値475GPに対し、552GP）
営業コンプライアンス監査の実施
日立システムズグループの全営業部署を対象に実施（245部置：受講率100％）
輸出管理新体制、新運用の定着と運営管理者などへの教育の実施
標的型攻撃メール訓練を実施（21,593名が参加）
HIPLUS教育 18,938名（受講率:100%）、PMS(個人情報保護)情報資産管理者教育470名/360名（131%）、自己監査(情報セキュ
リティ/個人情報)（360部署:100%）、監査(個人情報)（360部署:100%）、個人PC点検 20,432名、社内広報･注意喚起（5回/年）

グループ会社連絡会議（1回/3カ月）での状況の共有を実施し、あわせて改善点をフォロー

営業教育体系見直し、SE/CE提案力・コンサル力強化、スキル拡大教育を実施（のべ4,650名受講）
新人～5年目、各年次の職種別・職種共通各教育を計画どおり実施（のべ1,425名受講）
新人・若手・中堅層を主体とする国内・海外研修、スキル・マインドのボトムアップ教育を推進（のべ2,609名受講）
事業部代表からなる「カウンシル」を設立・運用
2013年新卒採用のうち、18名（9%）が外国籍
新人からマネジメント層まで、各階層に対するグローバル講座、実務リテラシー教育を実施（のべ2,452名受講）
従業員アンケートを実施（回答率82.9％）、対策検討および施策の公開
平均年休行使日数：13.43日、時間外労働実績：28.9時間/人月

方針1　
企業活動としての
社会的責任の自覚

方針3　
情報開示とコミュニケーション

組織統治

従業員のCSR意識向上

CSR活動の基盤確立

戦略的広報・情報発信

本業とCSRのつながりを認識させる浸透策の実施

CSR中期計画とマテリアリティの策定

社外Webサイトを利用したＣＳＲ情報発信
社内向け情報発信の強化

対話型コミュニケ－ションの整備

ステークホルダー・ダイアログ継続開催
「動画でわかるCSR活動」を作成し、社内外に展開
社内報に「事業を通じた社会への貢献」事例集掲載

ＣＳＲ３カ年ロードマップとマテリアリティを
活用したＣＳＲ活動の継続

ＣＳＲを広く理解するためにＣＳＲワールドカフェを開催
ＣＳＲ推進交流会メンバーを中心に「CSR３カ年ロードマップ」を策定
お客さまやお取引先などにアンケートを実施し「マテリアリティ」を策定
ステークホルダーダイアログ開催
社外公式WebサイトのCSRページを一新
社内報に「イマドキ！サステナビリティ」を連載したほか、CSR・社会貢献活動・環境活動の情報を掲載

介護休職：7名/年、介護短時間勤務：3名、育児休職：158名/年(内男性4名）、
育児短時間勤務：295名/年(内男性4名）
大崎地区ファミリーデイの実施（約100名参加）、労使共催の全社イベント実施（約7,500名参加）
保健師体制強化（17名体制）
健康管理講演会、メンタルヘルス研修の開催、罹病率0.89％
HIPLUS教育、管理職人権研修（3月末86% 2013年度上期100%予定）
当社としてリスクの高い人権・労働慣行について、ISO26000による活動の棚卸しと課題抽出、人権勉強会の実施

さらなる長時間労働の改善を実施、ワークライフバラン
ス施策利用促進継続、社内コミュニケーションの推進継
続、長残健診の受診徹底、罹病率の低減、各種健康診断
100％受診の徹底と有所見者のフォロー強化。
また、これらを通じて、従業員が働くことに喜びを感じ、
前向きに業務に向き合うことができるよう、職場の雰囲
気の変革を図る

新たなサイバーセキュリティ対策/ヒューマンエラー撲滅に
向けた有効な施策の実施と、日立システムズグループ内周
知徹底

社会課題解決型ソリューション提案の喚起
（事業提案の要件への社会貢献視点の織り込み）
オフショア先での情報収集とCSR理解促進

★★★ 目標達成　★★ 目標一部達成　★ 目標未達成

全社員へのCSR調達教育内容検討・整理、教材作成

★★★

日立システムズグループは、日立グループCSR活動取り組み方針に基づき、テーマごとの目標・計画を設定し、
PDCA（計画・実行・評価・改善）のサイクルを回してCSR活動を推進しています。
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主な実施項目と目標・計画
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従業員

お取引先

地域・社会

環境
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ガバナンス

方針2　　
事業活動を通じた
社会への貢献

方針7　
働き易い職場作り

方針8　
ビジネスパートナーとの
社会的責任意識の共有化

方針2　
事業活動を通じた社会
への貢献

方針5　　
環境保全活動の推進

方針4　
企業倫理と人権の尊重

方針6　
社会貢献活動の推進
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課題

人権
労働慣行

公正な
事業慣行

コミュニティ
への参画
および
コミュニティ
の発展

環境

公正な
事業慣行

CS向上

人財の育成

人権問題への対応 人権啓発活動の推進

CSR調達に対する意識向上

グループ企業のCSR意識向上

当社らしいCSR活動
（本業とCSRの融合）の拡大

コミュニティ・NPO/NGOとの連携
による地域・社会貢献活動の拡大
環境適合製品の拡大
「あんしんの森」の継続運営

各種環境ボランティア活動の推進

環境マネジメントシステムの
充実

環境活動レベルの向上

コンプライアンスマネジメント
の徹底

情報セキュリティ強化

グループ会社のコンプライ
アンスレベルアップ

評価対象製品の選定とアセスメントの実施
生態系保全と環境ボランティア活動のフラグシップ活動として位置付け、社内にＰＲ
清掃活動の参加人数の増加、
自治体などのグリーン活動への参加

グループ全体で統合認証の取得
自社およびグループ会社の環境法令遵守を支援
ＥＭＳ（Environmental Management System）への統合に向けた準備
日立グループ共通の評価システムの目標をクリア
監査項目の見直し・拡充と監査等の実施
談合・贈収賄・汚職などの教育徹底
輸出管理体制の強化
サイバーセキュリティの整備強化

アンケートや監査を実施

海外調達の体制整備

調達関連業務向けの遵法教育
日立グループの管理ノウハウの調査
中国・東南アジアの現地ベンダー情報収集
調達方針の周知徹底

社会課題解決型ソリューションの発掘と啓発

海外の情報収集

地域ごとの活動継続　

情報セキュリティ事故撲滅施策の強力推進

労働環境改善

従業員満足度（ES）向上

ダイバーシティ・
マネジメントの推進

品質向上

従業員のCSマインドの向上

CS推進モデルの構築
独自アンケートの整理/統合によるCS評価とマーケティング活動
パッケージの品質改善
運用事故防止のために稼働維持フェーズを改善
事故分析力向上と再発防止策実査による定着

基本動作不遵守による保守作業起因事故の撲滅

CS意識の浸透・定着
お褒めの言葉の共有によるCSマインドとESの向上、
お客さまからの「褒められ事例」を全社員で共有

若手社員・職種別営業、ＳＥ、ＡＣＥ/ＦＳＥ教育の実施

ワークライフバランス施策の利用促進

社内コミュニケーションの推進

グローバル人財育成教育の実施

保健師体制の強化、
メンタルヘルス対策の推進による罹病率の低減

女性活用施策推進の継続
外国人活用施策推進の継続
グローバル教育の実施
仕事や会社生活に関する従業員の意識調査の実施
長時間労働の改善

日立グループ
CSR活動取り組み方針

ISO
26000 課題 計画 実績 評価 目標

2012年度 2013年度

全社ＣＳ向上会議の立ち上げ、「品質」「商品力」「提案力」のワーキンググループを設立
第１回の「日立システムズ お客さまアンケート」を実施（配布928社、回収850社、回収率91.6%）
「品質マップ」の活用による品質改善
「導入フェーズゲート」を作成
QF（Quality First)マインド向上およびe-ラーニング活用による事故再発防止
基本動作・手順遵守の意味や目的の理解定着活動、
ワーキンググループ立ち上げによる基本動作・手順の改善（作業ミス起因事故は0.3件/月）
社員のUX（User Experience）とCS意識の浸透・定着から「UXミーティング」を実施（2回開催130名参加）

社内イントラに情報を掲載

ＣＳ推進モデルの理解推進、日立システムズの
アンケートを実施（配布1,000社、回収率90%）

運用におけるＳＥ起因事故の防止
パッケージ品質のさらなる向上

保守サービスの品質向上

「落穂拾い」教育による事故分析力向上と再発防止策実査による定着の継続

ＣＳ意識の啓発活動推進

若手社員、職種別育成施策拡充（モノづくり実習導入、
研論の再構築、営業教育の新体系、SE質的向上など）
グローバル人財の育成施策拡充（グローバルリーダー選抜教育など）
女性活用施策の推進を継続、女性社員の意識向上施策の展開
外国人活用施策推進の継続（新卒採用の約10%）
グローバル・ボトムアップ施策拡充
従業員アンケートの継続

人権啓発活動の推進継続

オフショア先の現状把握

連絡会での議論などを通したノウハウの共有

環境ボランティア活動の推進継続

EMSの充実と環境コンプライアンスの強化

目標グリーンポイントのクリア（目標値565GP）

グローバルコンプライアンス体制の確立

輸出管理意識の定着を目的とした教育、監査の実施

グループ会社の規則類の管理精度の向上

地方自治体、NPO/NGOと連携した取り組みの拡大

アセスメントの拡大実施（目標：売上高比率65％）
「あんしんの森」の活動内容ブラッシュアップ
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★★★
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★★★

★★★

★★★

★★★

★★

委託検収責任者を中心に実施
日立グループとの情報交換の実施
現地調達の拡大、日立グループとの連携
日立システムズグループの調達連絡会の実施

福祉における社会的な課題を基点にITソリューションを考えるCSRワークショップを開催
被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップを開催
人権・労働慣行の海外事例を収集
社会貢献推進方針の策定
社会貢献活動の判断基準の作成
アセスメントの実施(コンタクトセンタサービスを登録)
5月：通路整備（7名）、7月：自然観察・木工教室（113名）、12月：クリスマスリースづくり（84名)
事務所周りの清掃、ビーチクリーン、河川敷の清掃活動実施、日立製作所や自治体などのクリーン活動に参加
（計1,944名参加）

日立システムズグループ7社で統合認証を取得
内部監査時に、自社およびグループ会社への廃掃法関連支援実施
日立製作所情報・通信システム社のＥＭＳの統合に向けてのマニュアル整備、内部監査受査
目標グリーンポイント（ＧＰ）のクリア（目標値475GPに対し、552GP）
営業コンプライアンス監査の実施
日立システムズグループの全営業部署を対象に実施（245部置：受講率100％）
輸出管理新体制、新運用の定着と運営管理者などへの教育の実施
標的型攻撃メール訓練を実施（21,593名が参加）
HIPLUS教育 18,938名（受講率:100%）、PMS(個人情報保護)情報資産管理者教育470名/360名（131%）、自己監査(情報セキュ
リティ/個人情報)（360部署:100%）、監査(個人情報)（360部署:100%）、個人PC点検 20,432名、社内広報･注意喚起（5回/年）

グループ会社連絡会議（1回/3カ月）での状況の共有を実施し、あわせて改善点をフォロー

営業教育体系見直し、SE/CE提案力・コンサル力強化、スキル拡大教育を実施（のべ4,650名受講）
新人～5年目、各年次の職種別・職種共通各教育を計画どおり実施（のべ1,425名受講）
新人・若手・中堅層を主体とする国内・海外研修、スキル・マインドのボトムアップ教育を推進（のべ2,609名受講）
事業部代表からなる「カウンシル」を設立・運用
2013年新卒採用のうち、18名（9%）が外国籍
新人からマネジメント層まで、各階層に対するグローバル講座、実務リテラシー教育を実施（のべ2,452名受講）
従業員アンケートを実施（回答率82.9％）、対策検討および施策の公開
平均年休行使日数：13.43日、時間外労働実績：28.9時間/人月

方針1　
企業活動としての
社会的責任の自覚

方針3　
情報開示とコミュニケーション

組織統治

従業員のCSR意識向上

CSR活動の基盤確立

戦略的広報・情報発信

本業とCSRのつながりを認識させる浸透策の実施

CSR中期計画とマテリアリティの策定

社外Webサイトを利用したＣＳＲ情報発信
社内向け情報発信の強化

対話型コミュニケ－ションの整備

ステークホルダー・ダイアログ継続開催
「動画でわかるCSR活動」を作成し、社内外に展開
社内報に「事業を通じた社会への貢献」事例集掲載

ＣＳＲ３カ年ロードマップとマテリアリティを
活用したＣＳＲ活動の継続

ＣＳＲを広く理解するためにＣＳＲワールドカフェを開催
ＣＳＲ推進交流会メンバーを中心に「CSR３カ年ロードマップ」を策定
お客さまやお取引先などにアンケートを実施し「マテリアリティ」を策定
ステークホルダーダイアログ開催
社外公式WebサイトのCSRページを一新
社内報に「イマドキ！サステナビリティ」を連載したほか、CSR・社会貢献活動・環境活動の情報を掲載

介護休職：7名/年、介護短時間勤務：3名、育児休職：158名/年(内男性4名）、
育児短時間勤務：295名/年(内男性4名）
大崎地区ファミリーデイの実施（約100名参加）、労使共催の全社イベント実施（約7,500名参加）
保健師体制強化（17名体制）
健康管理講演会、メンタルヘルス研修の開催、罹病率0.89％
HIPLUS教育、管理職人権研修（3月末86% 2013年度上期100%予定）
当社としてリスクの高い人権・労働慣行について、ISO26000による活動の棚卸しと課題抽出、人権勉強会の実施

さらなる長時間労働の改善を実施、ワークライフバラン
ス施策利用促進継続、社内コミュニケーションの推進継
続、長残健診の受診徹底、罹病率の低減、各種健康診断
100％受診の徹底と有所見者のフォロー強化。
また、これらを通じて、従業員が働くことに喜びを感じ、
前向きに業務に向き合うことができるよう、職場の雰囲
気の変革を図る

新たなサイバーセキュリティ対策/ヒューマンエラー撲滅に
向けた有効な施策の実施と、日立システムズグループ内周
知徹底

社会課題解決型ソリューション提案の喚起
（事業提案の要件への社会貢献視点の織り込み）
オフショア先での情報収集とCSR理解促進

★★★ 目標達成　★★ 目標一部達成　★ 目標未達成

全社員へのCSR調達教育内容検討・整理、教材作成

★★★

日立システムズグループは、日立グループCSR活動取り組み方針に基づき、テーマごとの目標・計画を設定し、
PDCA（計画・実行・評価・改善）のサイクルを回してCSR活動を推進しています。
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主な実施項目と目標・計画

ステーク
ホルダー

お客さま

従業員

お取引先

地域・社会

環境

コンプライ
アンス・
ガバナンス

方針2　　
事業活動を通じた
社会への貢献

方針7　
働き易い職場作り

方針8　
ビジネスパートナーとの
社会的責任意識の共有化

方針2　
事業活動を通じた社会
への貢献

方針5　　
環境保全活動の推進

方針4　
企業倫理と人権の尊重

方針6　
社会貢献活動の推進

消費者
課題

人権
労働慣行

公正な
事業慣行

コミュニティ
への参画
および
コミュニティ
の発展

環境

公正な
事業慣行

CS向上

人財の育成

人権問題への対応 人権啓発活動の推進

CSR調達に対する意識向上

グループ企業のCSR意識向上

当社らしいCSR活動
（本業とCSRの融合）の拡大

コミュニティ・NPO/NGOとの連携
による地域・社会貢献活動の拡大
環境適合製品の拡大
「あんしんの森」の継続運営

各種環境ボランティア活動の推進

環境マネジメントシステムの
充実

環境活動レベルの向上

コンプライアンスマネジメント
の徹底

情報セキュリティ強化

グループ会社のコンプライ
アンスレベルアップ

評価対象製品の選定とアセスメントの実施
生態系保全と環境ボランティア活動のフラグシップ活動として位置付け、社内にＰＲ
清掃活動の参加人数の増加、
自治体などのグリーン活動への参加

グループ全体で統合認証の取得
自社およびグループ会社の環境法令遵守を支援
ＥＭＳ（Environmental Management System）への統合に向けた準備
日立グループ共通の評価システムの目標をクリア
監査項目の見直し・拡充と監査等の実施
談合・贈収賄・汚職などの教育徹底
輸出管理体制の強化
サイバーセキュリティの整備強化

アンケートや監査を実施

海外調達の体制整備

調達関連業務向けの遵法教育
日立グループの管理ノウハウの調査
中国・東南アジアの現地ベンダー情報収集
調達方針の周知徹底

社会課題解決型ソリューションの発掘と啓発

海外の情報収集

地域ごとの活動継続　

情報セキュリティ事故撲滅施策の強力推進

労働環境改善

従業員満足度（ES）向上

ダイバーシティ・
マネジメントの推進

品質向上

従業員のCSマインドの向上

CS推進モデルの構築
独自アンケートの整理/統合によるCS評価とマーケティング活動
パッケージの品質改善
運用事故防止のために稼働維持フェーズを改善
事故分析力向上と再発防止策実査による定着

基本動作不遵守による保守作業起因事故の撲滅

CS意識の浸透・定着
お褒めの言葉の共有によるCSマインドとESの向上、
お客さまからの「褒められ事例」を全社員で共有

若手社員・職種別営業、ＳＥ、ＡＣＥ/ＦＳＥ教育の実施

ワークライフバランス施策の利用促進

社内コミュニケーションの推進

グローバル人財育成教育の実施

保健師体制の強化、
メンタルヘルス対策の推進による罹病率の低減

女性活用施策推進の継続
外国人活用施策推進の継続
グローバル教育の実施
仕事や会社生活に関する従業員の意識調査の実施
長時間労働の改善

日立グループ
CSR活動取り組み方針

ISO
26000 課題 計画 実績 評価 目標

2012年度 2013年度

全社ＣＳ向上会議の立ち上げ、「品質」「商品力」「提案力」のワーキンググループを設立
第１回の「日立システムズ お客さまアンケート」を実施（配布928社、回収850社、回収率91.6%）
「品質マップ」の活用による品質改善
「導入フェーズゲート」を作成
QF（Quality First)マインド向上およびe-ラーニング活用による事故再発防止
基本動作・手順遵守の意味や目的の理解定着活動、
ワーキンググループ立ち上げによる基本動作・手順の改善（作業ミス起因事故は0.3件/月）
社員のUX（User Experience）とCS意識の浸透・定着から「UXミーティング」を実施（2回開催130名参加）

社内イントラに情報を掲載

ＣＳ推進モデルの理解推進、日立システムズの
アンケートを実施（配布1,000社、回収率90%）

運用におけるＳＥ起因事故の防止
パッケージ品質のさらなる向上

保守サービスの品質向上

「落穂拾い」教育による事故分析力向上と再発防止策実査による定着の継続

ＣＳ意識の啓発活動推進

若手社員、職種別育成施策拡充（モノづくり実習導入、
研論の再構築、営業教育の新体系、SE質的向上など）
グローバル人財の育成施策拡充（グローバルリーダー選抜教育など）
女性活用施策の推進を継続、女性社員の意識向上施策の展開
外国人活用施策推進の継続（新卒採用の約10%）
グローバル・ボトムアップ施策拡充
従業員アンケートの継続

人権啓発活動の推進継続

オフショア先の現状把握

連絡会での議論などを通したノウハウの共有

環境ボランティア活動の推進継続

EMSの充実と環境コンプライアンスの強化

目標グリーンポイントのクリア（目標値565GP）

グローバルコンプライアンス体制の確立

輸出管理意識の定着を目的とした教育、監査の実施

グループ会社の規則類の管理精度の向上

地方自治体、NPO/NGOと連携した取り組みの拡大

アセスメントの拡大実施（目標：売上高比率65％）
「あんしんの森」の活動内容ブラッシュアップ
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委託検収責任者を中心に実施
日立グループとの情報交換の実施
現地調達の拡大、日立グループとの連携
日立システムズグループの調達連絡会の実施

福祉における社会的な課題を基点にITソリューションを考えるCSRワークショップを開催
被災地復興のための新規ビジネスを考えるCSRワークショップを開催
人権・労働慣行の海外事例を収集
社会貢献推進方針の策定
社会貢献活動の判断基準の作成
アセスメントの実施(コンタクトセンタサービスを登録)
5月：通路整備（7名）、7月：自然観察・木工教室（113名）、12月：クリスマスリースづくり（84名)
事務所周りの清掃、ビーチクリーン、河川敷の清掃活動実施、日立製作所や自治体などのクリーン活動に参加
（計1,944名参加）

日立システムズグループ7社で統合認証を取得
内部監査時に、自社およびグループ会社への廃掃法関連支援実施
日立製作所情報・通信システム社のＥＭＳの統合に向けてのマニュアル整備、内部監査受査
目標グリーンポイント（ＧＰ）のクリア（目標値475GPに対し、552GP）
営業コンプライアンス監査の実施
日立システムズグループの全営業部署を対象に実施（245部置：受講率100％）
輸出管理新体制、新運用の定着と運営管理者などへの教育の実施
標的型攻撃メール訓練を実施（21,593名が参加）
HIPLUS教育 18,938名（受講率:100%）、PMS(個人情報保護)情報資産管理者教育470名/360名（131%）、自己監査(情報セキュ
リティ/個人情報)（360部署:100%）、監査(個人情報)（360部署:100%）、個人PC点検 20,432名、社内広報･注意喚起（5回/年）

グループ会社連絡会議（1回/3カ月）での状況の共有を実施し、あわせて改善点をフォロー

営業教育体系見直し、SE/CE提案力・コンサル力強化、スキル拡大教育を実施（のべ4,650名受講）
新人～5年目、各年次の職種別・職種共通各教育を計画どおり実施（のべ1,425名受講）
新人・若手・中堅層を主体とする国内・海外研修、スキル・マインドのボトムアップ教育を推進（のべ2,609名受講）
事業部代表からなる「カウンシル」を設立・運用
2013年新卒採用のうち、18名（9%）が外国籍
新人からマネジメント層まで、各階層に対するグローバル講座、実務リテラシー教育を実施（のべ2,452名受講）
従業員アンケートを実施（回答率82.9％）、対策検討および施策の公開
平均年休行使日数：13.43日、時間外労働実績：28.9時間/人月

方針1　
企業活動としての
社会的責任の自覚

方針3　
情報開示とコミュニケーション

組織統治

従業員のCSR意識向上

CSR活動の基盤確立

戦略的広報・情報発信

本業とCSRのつながりを認識させる浸透策の実施

CSR中期計画とマテリアリティの策定

社外Webサイトを利用したＣＳＲ情報発信
社内向け情報発信の強化

対話型コミュニケ－ションの整備

ステークホルダー・ダイアログ継続開催
「動画でわかるCSR活動」を作成し、社内外に展開
社内報に「事業を通じた社会への貢献」事例集掲載

ＣＳＲ３カ年ロードマップとマテリアリティを
活用したＣＳＲ活動の継続

ＣＳＲを広く理解するためにＣＳＲワールドカフェを開催
ＣＳＲ推進交流会メンバーを中心に「CSR３カ年ロードマップ」を策定
お客さまやお取引先などにアンケートを実施し「マテリアリティ」を策定
ステークホルダーダイアログ開催
社外公式WebサイトのCSRページを一新
社内報に「イマドキ！サステナビリティ」を連載したほか、CSR・社会貢献活動・環境活動の情報を掲載

介護休職：7名/年、介護短時間勤務：3名、育児休職：158名/年(内男性4名）、
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日立システムズグループは、日立グループCSR活動取り組み方針に基づき、テーマごとの目標・計画を設定し、
PDCA（計画・実行・評価・改善）のサイクルを回してCSR活動を推進しています。
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指摘事項への対応状況
昨年、新生日立システムズが発足して初めてのCSR報

告書が刊行された際、私は大きく２つの課題を第三者意
見として申し述べた。１つは新しい会社としてCSR活動の
社内浸透の必要性、もう１点はCSR活動を社内で閉じず
に、ステークホルダー、特にIT企業ではパートナー企業も
含めて業務が成り立つ性格上、サプライチェーンでの
CSR活動を促進していくことの２点だった。
この視点から今年のCSR報告書を拝読すると、１つめ

のCSR社内浸透では、「CSRマネジメントを通じて」にある
ように、各種のワークショップや社員との対話イベント、社
内勉強会など多様な接点をもって実行したことが報告さ
れている。もう１点のサプライチェーンへの取り組みは、
「トップインタビュー」の中で髙橋社長が人権をテーマに
サプライチェーンへの働き掛けを始めていることが記載
されている。昨年の指摘事項に関しては着実に取り組み、
成果を誠実に公開していることを評価したい。

未来に向けた展望を
一方で、CSR活動も２年目を終えたので、より高い目標

にチャレンジしていきたい。
そのためには、「日立システムズはなぜCSRに取り組む

のか」と自問することが効果的であると考える。この問い
は単純であるが常に念頭に置くべきことであり、これを怠
ると事業とCSRの乖離が始まってしまう。一般的に、企業
がCSRに取り組む理由は、20～30年後の社会を見通し、
自社のバリューチェーン上で起こりうるチャンスやリスク

を洞察、企業として対処していくことである。この点、日立
グループという巨大な企業集団において、グループ中核
会社である日立システムズが、将来のチャンスとリスクを
見通して先んじて対応することは意義があることとな
ろう。
「トップインタビュー」で髙橋社長は、日立システムズが
CSRに取り組む理由を「社会価値と企業価値を両立させる
新たな価値創造ストーリーこそが企業の長期ビジョンや
戦略」と述べている。ここでの新たな価値創造とは、ステー
クホルダーとの共有価値をつくっていくことにあると理解
できる。したがって、20～30年後を想定し、バリューチェー
ンのどこでどのようなステークホルダーと共有価値をつ
くっていくのか、こうした将来ビジョンを具体的に示してほ
しい。CSR報告書では、これまでどのような活動を行ってき
たかということは十分に書かれているので、将来に向けて
のCSRビジョン、目標を示したい。それが日立システムズ
のマテリアリティとして表現されるものである。

体制の強化
もう１点の課題は、本報告書では髙橋社長以外の一部

マネジメント層の関与が弱いように感じられることであ
る。グローバルでのCSR課題はダイナミックに変化して
おり、今後日立システムズがグローバル化していく過程
で、迅速な対応が取れない場合は事業リスクになりうる。
そのため、トップマネジメント層が参加するCSR委員会を
定期的に開催し、現状の課題認識と進むべき方向性を共
有、判断する体制をつくりたい。
さらに、前記したマテリアリティや、共有価値を目指す

ステークホルダーの声に常に耳を傾け自社の活動への
インプットとしたい。こうしたステークホルダーとのエン
ゲージメントに、CSR本部だけではなく現業部門も参加
することで、事業とCSRが一体となった運営が可能にな
ると考える。
日立システムズは新しい会社ゆえ、過去にとらわれな

い先取の精神に基づいた活動に期待したい。

主なWeb掲載項目一覧
第三者意見

日立システムズグループのCSR活動を
ご理解いただくために
冊子で報告しきれなかった取り組みを
Webサイトで報告しています。
http://www.hitachi-systems.com/csr/

冊子と同じ報告

Highlight Ⅰ
　「海外スマートコミュニティ実証実験」を支える技術

Highlight Ⅱ
　データセンター事業におけるCS向上

Highlight Ⅲ
　「疲労・ストレス健診システム」の開発

主な実施項目と目標・計画

活動ハイライト2013

トップインタビュー
CSRに対する考え方
事業を通じた社会への貢献
CSRの実践
CSR TOPICS
ステークホルダーダイアログ

お客さまとともに

CSRマネジメント 
　　CSR活動の推進
　　CSR推進体制
　　従業員のＣＳＲ組織浸透
コーポレート・ガバナンス 
　　コーポレート・ガバナンス体制
　　内部統制
コンプライアンス 
BCPの策定・運用 
情報セキュリティ／個人情報保護
　　ITによる情報セキュリティ施策
　　物理セキュリティに対する取り組み
　　お取引先さまとの連携
品質保証 
　　品質管理システム
　　顧客の安全衛生
　　品質向上の取り組み
知的財産権 
人権の尊重

CS向上活動の推進
お客さまとのコミュニケーション

従業員とともに
人財育成
多様な人材の活用
安心・安全な職場づくり
ワークライフバランスの推進
従業員とのコミュニケーション

「教育」への貢献
「福祉」への貢献
地域貢献活動

お取引先とともに
CSR調達活動の推進
海外調達の体制整備

CSRを支える基盤

（株）クレイグ・
コンサルティング
代表取締役

小河 光生氏

社会貢献活動

東日本大震災への対応
タイ洪水被害支援にかかる対応

第三者意見
編集方針
GRIガイドライン対照表

災害復興支援

環境マネジメント 
　　環境マネジメントシステムの充実
　　従業員の環境意識の向上
　　グリーン調達・購入
環境負荷低減の取り組み
　　事業活動における取り組み
　　製品・サービスにおける取り組み
環境への貢献 
　　環境を通じた社会貢献

環境とともに

Webのみに掲載
より詳しい情報をWebに掲載

Profile
シンクタンク、外資系コンサルティング会社を経て、2004年に独
立、現在に至る。専門分野はCSRを通じた組織活性化、人材活性
化。著書に「ISO26000で経営はこう変わる」「CSR 企業価値をどう
高めるか」（ともに日本経済新聞出版社刊）など。
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ご理解いただくために
冊子で報告しきれなかった取り組みを
Webサイトで報告しています。
http://www.hitachi-systems.com/csr/

冊子と同じ報告

Highlight Ⅰ
　「海外スマートコミュニティ実証実験」を支える技術

Highlight Ⅱ
　データセンター事業におけるCS向上

Highlight Ⅲ
　「疲労・ストレス健診システム」の開発

主な実施項目と目標・計画

活動ハイライト2013

トップインタビュー
CSRに対する考え方
事業を通じた社会への貢献
CSRの実践
CSR TOPICS
ステークホルダーダイアログ

お客さまとともに

CSRマネジメント 
　　CSR活動の推進
　　CSR推進体制
　　従業員のＣＳＲ組織浸透
コーポレート・ガバナンス 
　　コーポレート・ガバナンス体制
　　内部統制
コンプライアンス 
BCPの策定・運用 
情報セキュリティ／個人情報保護
　　ITによる情報セキュリティ施策
　　物理セキュリティに対する取り組み
　　お取引先さまとの連携
品質保証 
　　品質管理システム
　　顧客の安全衛生
　　品質向上の取り組み
知的財産権 
人権の尊重

CS向上活動の推進
お客さまとのコミュニケーション

従業員とともに
人財育成
多様な人材の活用
安心・安全な職場づくり
ワークライフバランスの推進
従業員とのコミュニケーション

「教育」への貢献
「福祉」への貢献
地域貢献活動

お取引先とともに
CSR調達活動の推進
海外調達の体制整備

CSRを支える基盤

（株）クレイグ・
コンサルティング
代表取締役

小河 光生氏

社会貢献活動

東日本大震災への対応
タイ洪水被害支援にかかる対応

第三者意見
編集方針
GRIガイドライン対照表

災害復興支援

環境マネジメント 
　　環境マネジメントシステムの充実
　　従業員の環境意識の向上
　　グリーン調達・購入
環境負荷低減の取り組み
　　事業活動における取り組み
　　製品・サービスにおける取り組み
環境への貢献 
　　環境を通じた社会貢献

環境とともに

Webのみに掲載
より詳しい情報をWebに掲載

Profile
シンクタンク、外資系コンサルティング会社を経て、2004年に独
立、現在に至る。専門分野はCSRを通じた組織活性化、人材活性
化。著書に「ISO26000で経営はこう変わる」「CSR 企業価値をどう
高めるか」（ともに日本経済新聞出版社刊）など。
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